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第１章  
 
序論 
 
 近年における通信環境の変遷は，ある意味革命的速度で進展していると言える．10 数年
前，トラフィックの中心は音声通話であり，データ通信は，電話線とモデムにより高々数
kbps～数 10kbps の通信速度でしかなかった．それが今や主流はデータトラフィックに変
わり，音声通話や映像信号すら IP（Internet Protocol）パケットに置き換えられている．
通信速度は，FTTH（Fiber to the Home）により，実効的速度でも数 10Mbps 以上の通信
速度が得られるまでになった．同時にこうした光ファイバ網をバックボーンとして，無線
通信は携帯電話を中心に爆発的に普及し，通信の理想とする“いつでも”，“どこでも”，“誰
とでも”，“自由な表現形式で”通信を確立するユビキタス環境を急速に実現しようとして
いるかに見える[1]． 
こうした中，文字通り「光」を伝送媒体として利用し，離れた２地点間の自由空間を伝
搬させることで通信や信号伝送を行う方式である光無線通信技術が，1990 年代に入り再び
注目されてきた．そもそも光無線通信の起源は非常に古く，狼煙や松明を使って遠距離ま
で情報を伝えることが，各地で行われていた．例えば，古代中国の西域や万里の長城各所
と都の長安を結ぶ狼煙台ネットワークなど有名なシステムであり，一昼夜で数 1000km 離
れた西域の出来事が長安にもたらされたと伝えられている[2]．その仕組みは非常に単純で
はあるが，現在使われている光通信（技術的には大きな進歩を遂げているが）と本質的に
ほとんど差はないと言える．そして，光学技術をベースにした近代における光無線の起源
は，驚いたことに電話の発明者であるベル（A. G. Bell，米）の“Photophone（光電話）”
の発明であると言われている．これは，電話の発明から僅か４年後，1880 年に発明されて
いる[3]． 
光無線の伝送媒体である光波は電波と同じ電磁波の一種ではあるが，その周波数は桁違
いに大きいため電波と異なる物理特性を有することになる．そのため，電波と同じように
光波を無線媒体として扱うためには量子論的制御が必要となる．さらに自由に制御できる
人工光源も必要となる．そのため，光無線の技術は遅々として進展しなかった．それでも
1960 年代始めレーザの登場と同時に通信への応用が検討され始めた．当時はマイクロ波や
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同軸ケーブルでの通信容量の限界が目前に迫っていた時期であり，当時の電電公社（現在
の NTT）が中心となり様々な通信実験が行われた[4][5]．しかし，光波伝搬を行う屋外自
由空間における減衰[6][7]は，大気中の霧や雨の水滴，煙霧，スモッグなどにより著しく増
加するため，通信回線として十分な安定性を得ることが不可能であるとの結論に至った．
同時期，1970 年に半導体レーザ（LD）の室温連続発振と 20dB/km という当時としては
驚異的な低損失光ファイバの開発が行われた結果，伝送媒体として光を使う通信の研究は
光ファイバ通信に向かい，光無線技術は宇宙・軍事分野といった，一部での研究開発を除
き忘れられた存在となっていた． 
1990 年代になると，コンピュータネットワークの進展と映像伝送など通信量の大きな需
要が顕著となってきた．そして，携帯電話の普及に象徴される，無線通信の爆発的普及と
電波の周波数帯域の不足，さらにインターネットの爆発的普及と共にネットワークの IP
化という通信の構造的変化が生じてきた．こうした変化を背景に光無線通信は，電波とは
異なる光を伝送媒体として使うための特徴，他の電子機器や電磁波との非干渉性，空間的
に容易に閉じ込められるセキュリティー性，非常に大きな周波数資源でありながらライセ
ンスが不要である点，さらにはファイバ網との接続性，すなわち大容量伝送路が手軽に構
築できること等が認識され，徐々に利用分野が広がってきた[8][9]． 
しかし，屋外での光無線通信は常に伝送路中の大気変動の影響を受ける．そのため，安
定した通信品質を確保することが今も昔も変わらぬ課題である．また一方で，非常に強い
指向性を持つ光ビームの特徴のため，光ビームの位置合わせ（捕捉）を簡単に行い，かつ
回線を安定的に維持することが求められている． 
以上の背景のもと，本論文は，屋外光無線通信システムの開発から運用評価試験を通じ，
信頼性向上のための技術の適用方法，ならびに，信頼性向上に関する評価方法を確立し，
それらの特徴について実験的に検討した結果について述べる．そして，より高度な光無線
通信システムの実現に向けての提案及び検討課題を提示する． 
本論文の構成としては，第 2 章において屋外光無線システムの技術概要[10][11]を示し，
現在のネットワーク環境に対応する高速システムの開発について述べる．特に，屋外光無
線通信システムの原型となった放送用光 FPU（Field Pick-up Unit）装置の開発とその過
程において得られた，伝送誤りならびに信頼性向上に関する知見を示す[12][13]．さらに，
光 FPU 装置の応用的展開として，その無線部分をネットワークへ適用することを試み，
実験的検討としてネットワーク上における伝送誤りの影響を調査し，長距離ネットワーク
を実際に構築し評価した詳細について解説する．そして，以上の結果ならびにその運用を
通じて光無線の有効性を実証した結果について述べる[14][15]． 
第 3 章では，屋外での光波伝搬に伴う大気擾乱の影響，それによる伝送誤りの発生とそ
の性質についてまず議論する．そして，実フィールドにおける屋外光無線通信システムの
長期運用試験とそこで得られたデータをもとに，安定性・信頼性の基準としての稼働率に
ついて検討評価について述べる．本章では特に，東京都内で 1 年間にわたって気象データ
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と共に連続的に計測された通信品質の評価実験，および現総務省と文部科学省の連携事業
として実施された，いわゆる「学校インターネット」プロジェクト[16]-[18]の２つの実証
的運用評価実験について述べ，その実験データについて考察する．この２つの実験を通じ
て得られた，長期間，日本各地域での光無線装置の稼動実績と気象データから光無線装置
の稼働率を律する気象条件の影響，特に視程との関係を評価した結果，視程の累積分布確
率から各地域の稼働率を推定することが妥当であることを明確に示す[19]-[21]．さらに，
稼働率推定の精度向上のための手法を提言した[21]．加えて，近年増加しつつある，ネッ
トワーク上でストリーミング伝送に影響することが予想されるバースト誤りについての検
討も行う． 
第 4 章では，屋外光無線通信システムの信頼性向上に関して実証的検討を行い，その実
現手法とデータ伝送の信頼性に関する解析結果を示す．第 1 の手法としては，長期運用に
おける稼働率向上のための冗長構成としての網構成に関する検討，および異なる媒体との
ハイブリッド方式について実験的検討とその評価である．これによりネットワーク全体の
稼働率の向上と死活的回線確保など，その有効性の確認を行った結果を示す[19] [22]．第
２の手法としては，信号処理技術の応用，いわゆる符号化による通信品質の向上を図るも
ので，実証装置の試作を行い，それを用いて評価実験を実施した結果に関する検討である．
そこで得られたデータの解析と評価より，リンクマージンの増加と稼働率の向上が可能で
あることを明らかにした[15]．また，より高効率な新しい符号化方式の適用に関しての検
討を行った． 
最後に，本論文の結果をまとめ，光無線通信の実用性と信頼性向上に関する成果につい
てまとめた．加えて，ブロードバンドネットワークにおける光無線通信の位置付けと今後
の方向性や検討課題を提示する． 
 
 4 
 
 
 
 
 
第 2 章  
 
屋外光無線通信システム 
 
2-1 緒言 
  
近年，大容量通信を容易に実現する手段として，ビル間でのプライベートネットワーク
接続やエントランス回線，イベント等における臨時回線として屋外光無線システムの利用
が広がってきている．光無線システムは，伝送媒体が光波であることから，電波とは異な
るさまざまな特徴を有している．特に，セキュリティー性と有線系（光ファイバ網）との
接続性に優れている点は高く評価されており，今後の発展が期待されているところである．
本章では，屋外光無線装置の概要[10][11]について述べる． 
屋外光無線システムの利用が広まってきたのは，コンピュータネットワークとりわけブ
ロードバンド環境が求められるようになったここ 10 年ほどのことである．しかし，屋外
光無線システム自体は，それ以前にも世の中に存在し使われていた．特に，大きな伝送容
量を必要とする映像伝送は，その用途の大きな部分を占めていた．現在，高速大容量の屋
外光無線システムとして利用されているシステムのルーツの一つは，映像伝送システムか
ら生じている．本章では，まず始めに 2-2 項で屋外光無線通信技術の概要について説明す
る．次に，2-3 項で現在の屋外光無線システムの基となった放送映像素材伝送の光無線伝
送システムの開発について述べる．そして，2-4 項では，屋外光無線通信システムをネッ
トワーク環境へ適用するための検討と実際の LAN（Local Area Network）環境での運用
について示し，実際に取得されたデータをもとに屋外光無線通信システムの概要について
説明する．それと同時に屋外光無線システムの実用化にとっての最大課題である信頼性確
保についての問題提起を行う． 
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2-2 屋外光無線通信の概要 
 
光無線通信とは，電波を使った無線通信と同様に，自由空間を伝搬路として近赤外領域
の光（電磁波）を使って通信を行なう方式であり，FSO（ Free-space Optical 
Communication systems）と総称される．その中で，伝搬路である自由空間が主に屋外に
あるものが一般的に屋外光無線通信と呼ばれる．伝送媒体である光波は電波と同じ電磁波
の一種ではあるが，その周波数が電波に比べて桁違いに大きいため電波とは異なる物理特
性を有することになる．図 2-１に電磁波（電波，光）の周波数を示す．我々が一般に光と
感じているのは可視光域のわずかな部分である．そして，光無線通信ではそのすぐ外側の
近赤外と呼ばれる領域の特定波長が利用されている．使われる光波長としては，800nm 付
近が主流であり，近年ファイバ通信と同じ 1550nm 帯を使うものも現れてきた．ちなみに
リモコンは 950nm 近傍を，携帯電話に搭載されている IrDA[23]は 850nm～900nm を使
用している．最近話題となっている可視光通信[24]は，文字通り 400nm から 700nm 付近
までの目に見える帯域を使う．図からも分かるように，我々が日常利用している放送波や
携帯電話，無線 LAN 等で使われる電波と光の周波数領域との間では 3～5 桁の差がある．
この周波数の差が光無線の特徴として現れることになる． 
式(2-1)はビーム拡がりの回折限界（Δθ）を示している．ここでλ：波長，D：アンテ
ナ開口径である． 
Δθ＝2.44λ／D  ----- (2-1) 
式(2-1)より光は電波に比べ遥かに広がり角が小さいことが分かる．このため，電波のよ
うな反射波によるフェージングは，狭い空間内で強い反射が想定される場合以外は考慮す
る必要がない．実用上，アンテナの見込み角を小さくできるため，外乱光の影響を減じ空
間的分離が容易となる．また，波長が短いため回折により遮蔽物の裏側に回り込むことが
できない．このため，見通し内通信となるが逆に盗聴が難しくセキュリティーの確保には
好都合となる． 
周波数
波長
30kHz 300 3MHz 30 300 3GHz 3PHz3THz 3EHz300 300 30030 30 30
10km 101 100m 100mm 100pm100nm100um1 1 1 110 10 10
マイクロ波
光
可視光
紫外線
遠赤外線
赤外線ミリ波 サブミリ波
準ミリ波準マイクロ波 Ｘ線、γ線
　　
電波法規制外電波法対象
光通信
FWA
　携帯
　無線LAN
図2-1 電磁波の周波数 
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さらに，光の性質として他の媒体や電子機器との干渉がなく，光波間の相互干渉も通常
問題にならないため，電波のように周波数帯域や出力に対して法的規制を受けない．ほと
んどの国では，図 2-1 のように 300GHz を境に規制帯域を定めている[25]が，光波領域は
規制対象外となっている．そのため，光無線通信は世界中どこでも自由に利用することが
可能である．なお，国際電気通信連合（ITU-R）では，3THz よりも低い周波数の電磁波
を電波として定義している． 
光無線通信は，光ファイバと無線通信の２面性を有するシステムであると言えるが，そ
の基本的なシステム技術は，光ファイバ通信と類似している．ただ，伝搬路が閉じた空間
（導波路）である光ファイバに対して自由空間を伝搬させる方式であるため，無線と同じ
ように送受信用のアンテナ系が付随する構造となる．送信用光源としては， 800nm 帯の
安価で大きな出力が得やすい光半導体デバイス（LED やファブリペロー型レーザダイオー
ド：FP-LD）が主に使われている．同様に受光素子も安価で大きな受光面積を得やすいシ
リコン（Si）系光検出器が使われる．変調方式は，電波の場合，用途や通信速度に応じて
各種の変調方式が使われるが，光無線通信ではほとんどの場合ファイバ通信同様，強度変
調方式が用いられている．そのためファイバとの親和性が良く，ある意味ファイバリピー
ターもしくはメディア変換装置とみなすこともできる．図 2-2 に簡単な光無線通信システ
ムのブロック図を示す． 
屋外における無線通信では，衛星放送の降雨による減衰のように，伝搬路である大気状
態の影響を受ける．電波と同じように光波も大気中の微粒子などの吸収･散乱による減衰や
大気の擾乱による影響を受ける．そのため屋外光無線通信システムは，その適用距離と通
信速度によってシステムのスケールと適用技術に違いが出てくる．例えばアンテナ光学系
は，通信距離が長くなると伝送損失を低減するため大型化する傾向があり，通信速度が速
くなるに従い小さな受光径の受光素子に光ビームを入射させる必要が出てくるため高精度
化が要求される．また，光無線通信特有の技術として捕捉・追尾という，いわゆる光軸を
合わせ保持する技術がある．全ての光無線装置がそれを具備しているわけではないが，衛
星間光通信のような遠隔２点間での光軸のアライメントと保持のために，またビル間接続
等では設置点である構造物の歪みや伝搬路である大気の屈折率変動によるビーム位置の移
動に対する補償などの理由により本技術が研究・適用されてきた[26][27]．これらは，通
信の信頼性を向上させるためのハード面での技術である．同時に，ソフト面の技術として
本論文の第 4 章にて示す誤り訂正技術の適用も研究されてきた． 
 
出力信号入力信号
変調＆
　IF部
復調＆
　IF部
送信器
（光源）
受信器
（検出器）
アンテナ光学系
図 2-2 光無線通信の概要ブロック
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2-3 屋外光無線通信システムの開発 
 
2-3-1 ディジタル映像伝送システムの開発 
 初期の光無線通信研究が行われていた時代は，パソコンもインターネットも無く，音声
通話のトラフィックが主流であった．そこで，光無線通信の持つ大容量性を活かす分野は
必然的に映像伝送となり，映像伝送用システムの開発が行われてきた[28]-[30]．しかし，
従来開発されてきたシステムはアナログ伝送が主体であったため，屋外での伝送では大気
変動の影響を受け易く，km オーダーの長距離伝送や放送素材伝送のように高品質で高い
信頼性を要求される分野への適用は困難であった． 
一方，近年のテレビ中継現場では，カメラ数の増加やディジタル化の進展で伝送容量が
増加し，加えて柔軟な機動性が求められている．その信号伝送には，電気的ケーブルやマ
イクロ波が使われているが，ケーブル敷設には多大な労力と時間が必要であり，マイクロ
波を用いた FPU（Field Pick-up Unit）装置は，電波法上の制約や混信･マルチパスなどの
問題があるため，一度に運用できる数や場所に制約がある．さらには，周波数資源の問題
から大容量伝送を行うための周波数帯域幅を確保することが困難な状況である．そのため，
電波法の規制が無く，他の機器や無線媒体と干渉しない光波を伝送媒体とする光無線方式
に注目が集まってきた． 
放送素材伝送においては，伝送誤りの発生による映像および付随する音声の乱れは許容
され難いため，いかに伝送品質の安定性を得るかが死活的な開発要素である．後述するよ
うに，大気伝搬においては減衰と共に揺らぎによる受光強度変動も生じている．そのため
安定性を維持して信号品質を保つために実現された手法の一つは，追尾を行うことで伝送
ビームを小さく維持し受信強度の変動を少なくし，かつ減衰に対する装置のマージンを高
め，装置の揺れ等による影響をキャンセルする考えである[27][30]．しかし，予期できな
い光路遮断事故など無線伝送である限り誤り発生の確率を零にすることはできない．そこ
で，逆に誤り発生は生じ得るものと考え，ディジタル信号処理技術を効果的に適用するこ
とで誤りを見えなくする方式を提案し，誤り訂正技術を用いた光 FPU 装置の開発を行っ
た[12][13][31]． 
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2-3-2 屋外光無線伝送時の誤り発生の評価 
 誤り訂正等のディジタル信号処理を適用するに当たって重要となることは，対象となる
誤り発生に関する評価である．そこで，光無線伝送で生じる誤りの特性を実際の屋外フィ
ールドにおいて実験・評価した． 
 第 3 章にて詳述するが，大気中を伝搬する光波は，降雨や霧などによる減衰と，伝搬路
である自由空間上に存在する大小様々な大気塊の境界面での微小な屈折の累積として受光
点に到達した時に生じる強度や到来角度，ビームの到来位置などの変動の影響を受ける．
ディジタル信号の光波伝搬において，光波減衰による受光強度の低下は，信号対雑音比を
低下させランダム誤りを発生させる．一方，大気屈折率変動は，光無線通信システムのよ
うに伝送する光ビーム径が屈折率揺らぎの平均的なサイズに比べて大きい場合には，シン
チレーションと呼ばれるビーム内の光強度密度の不均一化とその時間的変動を生じる．ま
た，日周的，季節的な長周期の変動はビームワンダやビームベンディングと呼ばれ，ビー
ムの到来位置を変える．通常，この 2 つの変動が複合して生じている[32]-[34]．図 2-3 に
大気揺らぎとその影響の模式図を示す．ここで，受光強度がシステムの符号識別レベル以
下に瞬間的に低下するとバースト誤りが生じる．図 2-4 は，1km 先の到来地点でビーム径
が約１m に拡がった光を口径 100mm のレンズで集光した時の実験を示したものである．
(a)は観測された到来光のビームパターンがシンチレーションにより変動している例を示
している．到来するビーム内の光強度分布の不均一性と時間的変動の様子が良く分かる．
(b)はこの時の受光強度変動の計測結果である． 
 
Beam wander
Scintillation or intensity fluctuationsTime
Time Time
Time
Time
Transmit power Received power
Combined effect
図 2-3 大気ゆらぎ（ビームワンダとシンチレーション）のイメージ 
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図 2-5 に特徴的な 1 日の屋外光伝送時の符号誤り特性と受光強度の変動の例を示す．こ
こでは，符号誤り特性が現れやすいように長距離（6ｋｍ）で，朝夕に降雨があった日の
実験データを示している．(a)は，100Mbps の伝送レートでの Bit Error Rate(BER)を 1
分間単位で計測した結果である．(b)は，%Error Free Sec.(%EFS)で(a)と同じ 1 分間中に
1bit の誤りも無かった秒数の割合を示す．(c)は，相対的受光強度であり，1 分毎に信号光
を積分して計測したものである．この図を見ると，雨により受光強度が大きく低下すると
BER と％EFS が連動して悪化している．すなわち，ランダム誤りが増加していることが
分かる．逆に日中，十分受光強度があるにもかかわらず時々BER の低下が生じている．し
かし，％EFS はほとんど低下しない．これは，短時間の内にまとまった誤り（バースト誤
り）が生じた事を示している． 
ここで発生しているバースト誤りの時間長について考えてみる．図 2-5（a）の日中に発
生する誤りに見られるBER=１×10－6となるバースト誤りが1度の受信光量の低下により
1m
0ms 33ms 66ms
 (a) 到来光のビームパターン観測例（距離 1km，波長 800nm） 
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 (b) 上図(a)におけるφ100mm 受光レンズで受光した時の受光強度の変動 
図 2-4 シンチレーションによるビームパターンと受光強度の変動 
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生じると仮定した場合，バースト長が最も長くなるのは，ディジタル光無線装置の場合に
は，伝送される擬似ランダム符号の”1”すなわち光が ON の状態のパターンが全て”0”に誤
った時となる．ここでの実験では，伝送速度が 100Mbps（1 分間では 6×109bit）である
ので，そのバースト長は 12000bit(=0.12ms)となる．なお，”0”は誤りでないとして”1”と”0”
は 1/2 ずつの確率で発生するとする．さらに，稀に生じる１×10－4以上となるようなバー
スト誤りの場合，その時間は 0.012 秒となる．いずれにしても，画像伝送の１フィールド
時間（1/60 秒）よりも短い．実際に画像伝送を行い，誤りが生じた時間近傍の画像を，フ
レームメモリを使って 1 枚ずつ調べたところ，誤りが生じた結果として画像上に傷が見出
されたものは 1 フレーム内に収まり，2 枚続けて現れたものはなかった． 
以上の実験結果をもとに，ディジタル信号処理による修復目漂を 1 フレームとして光
FPU 装置の設計を行った． 
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(a) BER 特性 
(b) ％EFS 
図 2-5 屋外光伝送時の符号誤り特性と受光強度変動の測定例（距離 6km） 
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2-3-3 ディジタル信号処理と光 FPU 
 実用的に放送業務に供される光 FPU 装置を開発するため，その位置付けと要求仕様を
まとめた．まず，光 FPU 装置の位置付けは，従来のマイクロ波を用いた FPU 装置と補完
関係にあるものとし，光の特長を生かしつつ，従来の FPU 装置と平行利用することも想
定して同程度の使い勝手を得ることを目標とした． 
そのため，１）機動性を得るための小型軽量化（１人で持ち運べる），２）柔軟な運用性
を得るためアンテナ部と信号処理部の分離，および信号系（光ファイバ）と電源系が一体
となった簡易なインタフェースとバッテリー運用，３）迅速なオンエア開始のための簡易
な方向調整，といった要求をクリアして従来の FPU 以上の伝送品質を安定に維持するこ
とが要求仕様として決められた．これらの要求を満たすため，大きさや重さ，運搬時の扱
いなど留意点が残る追尾方式は適用せず，誤り発生にはディジタル信号処理で対応するこ
とが妥当であると判断した． 
放送素材伝送においては，素材中に伝送誤りの影響が及ばない工夫が必要とされる．そ
のため，適用される信号処理技術には，高い信頼性と内部処理速度に応じた高速性が必要
となる．そして前述したように光無線伝送における誤り発生は，ランダム誤りとバースト
誤りが混在した複合誤りの生じる系である．このような系は，ヘッドアンプノイズや滅雑
音，テープノイズによるランダム誤りと磁性層欠陥や付着物によるバースト誤りが複合的
に生じるディジタル VTR[35]と酷似している． 
そこで，このような統計姓を持つ誤りに対する訂正方式としてすでに広範囲に使用され
ており，高速信号処理が可能な LSI が入手可能なリードソロモン（RS）符号[36]を採用し，
訂正能力を超えるバースト誤りに対しては，伝送コンテンツである映像･音声データの持つ
強い隣接相関を利用した修正（コンシールメント）技術を採用した．これらの技術は，放
送用ディジタル VTR にも適用されている技術である[35]． 
光 FPU への RS 符号の適用に当たっては，大きなバースト誤りが予想されることから，
訂正能力を強化するため積符号化[37]を行った．大容量メモリを使い，書き込み方向と読
み出し方向を変えて連続した誤り発生ブロックを分散させる．シミュレーション結果を図
2-6 に示す．RS 符号はシンボル単位の誤り訂正であるため，図の横軸も本来はシンボル誤
りレート（Symbol Error Rate：SER）となるがところであるが，計測する伝送路の状態
（BER）と対応付けるため，ここでは生じる伝送誤りが十分に分散して，1 シンボル（8bit）
中に複数個の誤りが存在しないと仮定して，横軸を BER としてある．これを見ると，誤
り訂正後の SER が人間の映像や音声に対する誤り検知限界といわれる BER=１×10－7と
なる訂正前の BER は 2×10－3であり，この差を受信信号パワーに換算すると約 3dB のマ
ージンに相当する．表 2-1 に適用した誤り訂正符号の諸元を示す． 
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内符号 外符号
映像 RS（95，87） RS（136，128） 16%
音声 RS（95，87） RS（16，8） 118%
符号構成 パリティ
付加率
表 2-1 誤り訂正符号構成の諸元 
図 2-6 光 FPU の誤り訂正能力と実験での誤り認識結果 
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2-3-4 光 FPU 装置の特性および運用評価 
 開発した光 FPU 装置は，NTSC コンポジット信号 1ch.（4fsc サンプリング，8bit 量子
化）と音声 4ch.（48kHz サンプリング，16bit 量子化）を双方向伝送する装置である．光
学系を含む無線通信部は，データレートが 200Mbps 以上となるため，送信光源には波長
800nm 帯の近赤外半導体レーザ（LD）を使い，受光素子には高速高感度の応答特性を有
するシリコン・アパランシェフォトダイオード（Si-APD）を用いた．図 2-7 に光 FPU 装
置のレベルダイヤグラムを示す．受信端でのビーム径を 5m と想定した場合，受光アンテ
ナ開口（130mm）との比で受光損失が大きくなるため，伝搬損失に割り振られるマージン
が 20dB を若干下回るが，誤り訂正によるマージンが 3dB 以上見込めるため，当初目標と
した東京等の都市域での稼働率 99%以上の確保は可能となっている． 
ディジタル信号処理部の特性評価は，図 2-8 に示すような計測系を構築して評価した．
ランダム誤りの場合，光 FPU に入射させる信号光量を制御しながら BER との同時モニタ
を行った結果，BER=１×10－3までは完全に訂正ができ，コンシールメント機能を働かせ
た場合には，BER=１×10－2程度まで誤りを知覚できなかった．伝送路上のシリアルデー
タ列を全て”0”とするバースト誤りを加えた場合は，0.3ms までのバースト長は訂正可能で
あることが確認できた．また，コンシールメントをフレーム内だけで動作させた場合は
0.8ms まで，フレーム間のコンシールメントを行うと 10ms までのバースト長でも誤りを
知覚することができなかった． 
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図 2-7 光 FPU の伝送レベルダイヤグラム（図中の数値は実機計測値） 
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図 2-6 中における 3 つのプロット点 ● は，本評価結果のポイントである．プロット点 1
は，信号処理を行わない時にモニタ上の映像誤りを検知できた点である．TV 局の専門家
でない限り BER=１×10－6 以下の誤りでは認識できないと言われているのでこの結果は
ほぼ妥当な値である．プロット点２は，伝送路をモニタしている BER テスタが同期消失
する限界点であり，この先は受光レベルから推定した BER となる．誤り訂正およびコン
シールメントを動作させていると，この時点でも誤りは知覚できない．プロット点 3 は，
誤りにより映像の乱れが知覚できた点であり，コンシールメントの効果により，誤り訂正
ができない状態からさらに 3dB 程度のマージンに相当するエラー耐力が示された．図 2-9
に BER=１×10－3の状態での信号処理前後の映像を示す． 
フィールド試験は，100m から 4km 程度の距離まで実施し，設置の容易さ，バッテリー
運用時間，伝送品質の確認を行った．運用においては，音声回線のうちの 1ch.を制御回線
Virtual  path
BER tester
(TX)
Optical FPU
Encoder
Video/Audio
Source
Monitor
Optical FPU
Decoder
BER tester
(RX)
Error  control
図 2-8 光 FPU の誤り訂正能力評価実験ブロック図 
BER テスタで伝送路の状態をモニタ 
映像･音声の伝送状態を評価する 
図 2-9 光 FPU の信号処理能力（BER=1×10－3時） 
左：誤り訂正前．右：誤り訂正後 
 16 
としてロボットカメラの長期運用を行い，従来必要とした制御用の無線回線や有線回線に
よる別回線の確保なしで運用することができ，カメラ設置の自由度の向上につながること
を確認した[38]．また，NHK テレビにおけるアトランタオリンピックでの運用を始め，海
外取材における FPU 運用の向上に貢献できた[39]．さらに耐候性試験では，伝送先のビル
等の大きな構造物が確認できる程度の視界があれば，霧や降雪時でも良好な素材伝送が可
能であった[40]．図 2-10 にアトランタオリンピックにおいて，中継車両の屋根に設置され
て運用している光 FPU の写真を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
光 FPU 装置 
図 2-10 アトランタオリンピックで運用中の光 FPU 
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2-4 ネットワーク環境への光無線通信システムの適用 
 
 開発した光 FPU 装置の光無線送受信部である光無線ヘッドは，”ON”，”OFF”強度変調
のディジタル信号伝送を提供する部分である．したがって，この部分は光ファイバ網の物
理階層に利用可能であると考えられる．プライベート網である LAN 回線は，近年急速に
高速化が進み，100Mbps 超の回線速度が一般的になってきた．100M-Ethernet では UTP
ケーブルが使われるが，ノード間距離が長くなるバックボーンなどは光ファイバが物理層
として使われる．さらに，公衆回線と形式が似ている ATM（Asynchronous Transfer Mode）
LAN では光ファイバ・インタフェースが標準となっている．まずは，これら LAN 中にお
ける光ファイバ部分へ光無線リンクの適用を試みた[41][42]． 
しかし，光無線リンクは他の無線リンクと同様，伝送誤りが避け難い回線である．その
ため，伝送誤りが LAN の通信品質にどのような影響を及ぼすかを事前に評価する必要が
ある．2-3-2 項で示したように，光無線リンク中ではランダム誤りとバースト誤りが混在
して生じる．そこで，2-3-2 項と同じようにランダム誤りとバースト誤りを擬似的に作り
出す実験系を構築して，それぞれの伝送誤りが通信品質に与える影響を計測した．実験は，
LAN 環境で最も一般的な TCP/IP Protocol を使い，155Mbps の ATM-LAN 環境下で行っ
た．伝送路の誤り発生を定量的な状態に制御して，Packet size 8Kbyte のデータを 20k 回
（total:160Mbyte）転送するのに要した時間から実行通信速度（スループット）を算出す
ることで評価した．誤りビットが含まれるパケットは，TCP で再送されるため，伝送路の
状態（誤りビットの存在の多寡）に応じて全てのデータを伝送するのに要する時間が異な
ってくる．すなわち，通信品質の劣化がスループットの低下となって現れる． 
実験結果を図 2-11 に示す．(a)はランダム誤りに対するスループットの変化を示したも
ので，BER=１×10－5 までは顕著なスループット低下は見られず，BER=2×10－5 辺りか
ら急激にスループットが低下する．バースト誤りの場合は，バーストの発生頻度とバース
ト長により品質劣化の顕在化する程度は異なる．(b)は異なる長さの瞬断（バースト）を毎
秒 1 回の割合で伝送路上に発生させた時のスループットの変化を示している．バースト長
が１μs.を超えると一旦低下するが，1ms 程度までは 60Mbps 程度のスループットを維持
できることが示されている．さらに，バースト長が 10ms，通信時間全体の 1/100 が断線
状態であってもそれ以外の時間にデータ送信が行われるため 20Mbps程度のスループット
が維持される．換言すれば，LAN（TCP）環境下では，バースト誤りの影響は比較的軽微
であることが明らかになった．100M-Ethernet 回線においてもほぼ同様の結果が得られた．
本結果から推測すると図 2-5 の日中に見られたような伝送誤りは，LAN 回線の品質にほと
んど影響を与えない．また，同図の夜間に見られる BER 悪化の状況下でもその影響は比
較的軽微であると思われる．したがって，比較的長い距離でも光無線リンクの LAN へ適
用は可能であることが確認された． 
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(b) Change of throughput by burst-error
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図 2-11 伝送誤りによる TCP プロトコルの実行通信速度の変動 
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これらの結果をもとに，光無線通信システムの実用性を検証するための実証実験を実施
した．場所は，図 2-12 の地図に示す静岡県浜松地域において，その地域で広域にわたり分
散している浜松ホトニクス（株）の各事業所間を光無線リンクで接続するバックボーンネ
ットワークとして構築した[43]．通信環境は 155M-ATM として，リンクスパンが長いため
回線断に備えバックアップ回線を用意した．図 2-13 にリンク構成の概要を示す．回線の切
り替えは，ATM ルータ機能をワークステーション（WS）上にエミュレートして，2 台の
WS 間で光無線リンクの状態をモニタする．そして回線速度がバックアップ回線よりも低
下した場合，バックアップへ切り替える． 
設置した光無線装置の諸元を表 2-2に示す．区間距離が長い 3つの区間では，表中の 6km
バージョンの装置によりリンクを構築した．これは 2 台の光無線装置を平行に設置してダ
イバーシチー送受信を行い，送信光量の増加，受光エリア拡大による受光光量の増加，か
つ揺らぎの影響を抑圧する効果を期待した構成となっている．他の区間では，2km バージ
ョンの装置によりリンクを構築した．また，誤り訂正と共に伝送路符号化によるセキュリ
ティーを確保するため，第 4 章にて詳述するコーデック装置を開発し，光無線リンク間に
挿入した． 
 
 
Transmiss ion speed
Communication environment
Channel coding
Error correction
      configulation code
Optical head 2 km vers ion 6 km vers ion
Light source
       & Photodetector
System margin for weather 20dB 23dB
Effective detection lens  area ～130cm2 ～260cm2
LD(780nm,830nm) 　＆  Si-APD
output: 11.7dBm           output: 16dBm
Reed-Solomon product code
  outer RS(115,99)     inner RS(131,115)
300Mbps max.
155.52Mbps ATM, FDDI, Fast-Ethernet
8B10B
表 2-2 光無線システムの諸元 
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Optical wireless system
CODEC
ATM router
(Backup)
Network A Network B
図 2-13 リンク構成図 
図の ATM router 機能をエミュレートした WS で光無線リンクの回
線状態をモニタ．光無線回線とバックアップ回線の切り替えを行う． 
HPK intranet
Jyoukou Factory2.8km
図 2-12 構築された光無線リンクによるイントラネット網 
図中，赤色実線は光無線回線， 
青色の破線はバックアップリンク（事業者回線）． 
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 図 2-14 に 6km 区間（Press Tower～Ichino Factory）の月毎の回線稼働率の変遷を示す．
回線維持率は，ルータが光無線リンク側にトラフィックを流した時間率であり，言い換え
れば光無線リンクの稼働率を示していることになる．浜松地域は春から梅雨時にかけての
靄および霧雨が多くなるため，この時期の稼働率は低くなり，冬は晴れて澄み渡った天候
状態が多いため，この時期の稼働率は高くなる傾向が見られる．リンク距離 6km と光無
線通信にとっては長い距離にもかかわらず，年間を通じて約 98％と高い稼働率を得ること
ができた．光無線リンクの天候状態への依存性を示す例として，図 2-15 の(a)に通信距離
2kmと 6kmの２つの光無線リンクでスループット を 24時間連続同時計測した例を示す．
なお，2km のリンクは，100M-Ethernet 環境である．また，どちらも誤り訂正は行って
いない．同図(b)は，浜松測候所で記録された当日の気象データである．時間降雨量 3mm
を記録した時間帯において，6km 区間で 3 分間ほどスループットの低下が生じている．一
方，2km 区間でのスループットの低下は記録されていない．光波減衰が伝搬距離と共に大
きくなっていることが分かる[44]． 
HPK Intranet 回線維持率の推移
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図 2-14 長距離光無線リンク（6km 区間）の月毎の稼働率遷移 
区間は図 2-12 における 6.4km 区間（Press Tower～Ichino Factory） 
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図 2-15 光無線リンクの通信品質に対するリンク距離と気象の関係 
（a）2 つの通信距離（2km，6km）でのスループットの推移 
   2km，6km はそれぞれ 100Mbps の Ethernet と 155Mbps の ATM 
   環境で誤り訂正なし． 
（b）同日の浜松測候所で記録された毎時の気象データ 
(a) スループットの変遷 
(b) 気象データ：浜松測候所 
Time [hour]
i e [hour]
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2-5 結言 
 
本章では，屋外光無線通信システムの技術概要を示し，現在のブロードバンドネットワ
ークで利用される，屋外光無線通信システムの原型となった放送用光 FPU 装置の開発に
ついて述べた．さらに，システムの信頼性を向上させるために適用された技術とその能力
について評価し，全伝送信号の 0.1%（BER=１×10－3）が誤っている状態や 10ms の長い
バーストに対しても映像品質の劣化を感知させない能力を示し，その有効性を明らかにし
た．本システムは，実際のフィールド運用において初期の目的を果たし，その有効性を証
明した．その他にも，仕様を超える 4km の長距離運用や他の通信手段が無いポイントに
対しても双方向性を生かして制御信号を送ることで無人カメラを操作するなど，さまざま
な活用が可能なことを示した．また，システム評価の過程において，気象条件による伝送
誤りの性質について実験結果をもとに検討を行った． 
次に，この光 FPU 装置開発の成果をもとに，その技術を屋外光無線システムとして LAN
間接続などネットワークへ適用するための実験的検討を行った．その結果，LAN 環境にお
ける標準的プロトコルである TCP/IP のもとでの伝送誤りの影響を評価し，100Mbps 程度
のネットワーク環境においてその通信品質が BER=１×10－6程度までは，クライアントに
対して伝送誤りの影響が軽微であること，バースト誤りはほとんど感知できないことも明
らかになり，屋外光無線システムがネットワーク環境の中で十分利用できることを証明し
た．加えて，実際に 6km を越える距離のフィールドにおける長期実験では，年間稼働率
98%を計測し，屋外光無線システムは，気象の影響を受ける数 km の比較的長い距離でも
利用可能であり，従来の公衆回線を経由することなく，高速でプライベートなネットワー
クを簡易に構築する有効な手段になりえることを示した．以上の結果をもとに，その信頼
性を向上させる手法も提示した． 
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第 3 章  
 
光無線伝送路における伝送誤り 
 
3-1 緒言 
 
 近年の携帯等のモバイル端末に代表される無線システムの需要増大は，マイクロ波帯域
を中心とした電波の周波数帯域不足を招きつつある．また，インターネットの爆発的な普
及によるトラフィックの構造的変化，すなわち従来の音声中心のトラフィックからデータ
中心のトラフィックに移行するのみでなく，従来の“人と人”の通信から“機械と機械”
の通信という構造的変化を伴うこの変化は，人間の持つ時間的空間的制約を超えることを
意味し，通信データ量の劇的増大をもたらした．その結果として，高速大容量通信網の迅
速かつ低コストでの整備が強く要求されるところとなっている．光無線通信システムは，
ファイバとの接続性，周波数資源の問題に縛られない無線システムとしての導入の容易性
からこうした要求に対処する能力を備えた通信システムとして再認識されると同時に，そ
の重要性が増大している． 
しかし，無線通信としての基本的システム設計の基となる光波の伝搬特性，特に屋外で
のさまざまな気象条件化での特性評価については，その複雑性の故もあるが，光ファイバ
が幹線系システムとして脚光を集め始めた 1970 年代以後の低迷期には，システムとして
の検討が十分に行われてこなかった．1990 年代に入り光無線システムの再評価と共にその
製品化に合わせて伝搬特性，特に気象変動に対する稼働率評価の面からの検討[44]-[46]も
行われるようになってきたが，大気中での光波伝搬の複雑性と地域性，絶対的なデータ量
の少なさなどから，十分な精度の稼働率推定を全国どこにおいても可能とするだけのデー
タ蓄積と稼働率推定モデルの確立には到っていない． 
 本章においてはそれら背景に対し，光波伝搬およびその結果生じる伝送誤り特性に関す
る研究を行い，屋外光無線通信の信頼性と通信品質を確保し，高い精度で稼働率の推定を
行う手法を確立するため，気象データから屋外光無線通信にとって有意なパラメータの抽
出，特に視程と稼働率との相関関係に着目し，解析結果と長期間各地域での運用実績から
得られた結果について詳細を述べる．  
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3-2 光波伝搬における気象の影響とその数値化 
 
 屋外光無線通信において伝送品質を制約する要因は，その伝送路である大気状態の変動
の影響である．大気中を伝搬する光波は，降雨や霧などによる減衰と伝搬路上のさまざま
な大きさの大気塊を通過するごとに生じる屈折率変動の影響を受ける．光波減衰による受
光強度の低下は，信号対雑音比を低下させランダム誤りを発生させる．一方，大気屈折率
変動は，光無線通信システムのように伝送する光ビーム径が屈折率揺らぎの平均的なサイ
ズに比べて小さい場合には，ビームベンディングとかダンシングと呼ばれる到来位置変動
を引き起こす．大きい場合には，シンチレーションと呼ばれる，ビーム内の光強度密度の
不均一化とその時間的変動を生じ，受光強度が変動する．星の瞬きを思い浮かべると良く
理解できる．これらは，バースト誤りを引き起こす要因となる．しかし，バースト誤りは
2-4 項の実験結果が示すようにネットワーク環境での通信品質への影響は小さく，稼働率
を議論する際に対象となるほどの時間スケールにはならない．他にも設置点である建物の
歪や大気の大きな流れによる到来ビームの位置変動があるが，これらは日周的，季節的な
長い時間レベルでの変動であるため，光無線通信システムの側でビーム径の拡大や追尾等
の対策が立てられている[47][48]． 
本項では，屋外光無線通信システムの安定性，信頼性を議論する基準として稼働率を考
える．屋外光無線通信においてその稼働率を制約する主因は，降雨や霧等による光波減衰
[6][7]の結果生じる受光量の低下である．一般に電磁波の大気伝搬に伴うエネルギー損失は，
散乱粒子である雨滴等の粒度分布から導かれる．雨滴等の粒度分布は，Marshall-Palmer 
[49]によって与えられており，例えば 10 分間降雨強度Ｒ（mm/10 min）に対して光の減
衰量は， 
 63.09.4 RX =  (dB/km)     ----- (3-1) 
で示される[7]．しかし，気象現象は複雑であり，特定の事象で光波減衰を推定することは
困難である．そこで，これらの事象全てを包含して光波減衰を表す尺度として，「視程」を
使って光波減衰特性を評価する方法がよく使われている[50]． 
視程とは，地表の水平方向における大気の混濁度を示す尺度であり，明るい空を背景とし
て黒い物体を識別する距離として定義されている．識別比 5%を気象光学距離（MOR：
Meteorological Optical Range）といい，各地の気象台で観測されている視程（気象用語）
と同義に使われている．ミー散乱を行う大気散乱粒子の粒度分布から与えられる電磁波の
エネルギー損失は 
 γ510343.4 ⋅=X  (dB/km)  ----- (3-2) 
で表される．ここでγは大気散乱粒子の粒度分布から導かれる減衰係数である．視程をＶ
とすると，コントラスト識別限界値εは， 
   Ve γε −=       ---- (3-3) 
で与えられ，式(3-3)を式(3-2)へ代入すると 
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  VX /)/1ln(343.4 ε=    ----- (3-4) 
となり，これにε＝0.05 （MOR）を代入すると 
VX /13=  (dB/km)   ----- (3-5) 
と簡単な式となるためよく利用される．また，波長依存性と粒子サイズ分布を考慮した次
式(3-6)もよく使われる． 
VqDX /)/550(17 λ=  (dB/km)   ----- (3-6) 
q=0.585V1/3    D: 伝搬距離 (km) 
両式とも，屋外光無線通信の利用対象距離である数 100m から 5km のレンジで実測値と
良い一致を示すことが知られている [51][52]．実際に基本的な大気の構造モデル
（FASCODE）と標準大気組成データベース（HITRAN）を使い，電磁波の伝搬特性シミ
ュレーションソフト PcLnWin による計算結果と式（3-5），（3-6）の比較を行なった結果
を図 3-1 に示す．波長は 845nm に設定した．同時に，PcLnWin がデフォルトパラメータ
として持っている視程環境の，Fog（Vis.=0.5km，0.2km），Rural（Vis.=5km），Urban
（Vis.=5km）について計算した結果も図中に示す．2 つの式（3-5），（3-6）とシミュレー
ション結果は屋外光無線通信システムの適用ターゲットレンジである 100ｍから 5km の
範囲において，非常に良い一致を得た．なお，式（3-6）は減衰係数 X に係数 4.3（ハザー
ドコンディション）[53]を乗算した形でグラフ上に示されている． 
視程は，各地の気象台や測候所において定時観測されているが，測定時間間隔が長く 1
日に数回の測定点でしかない．したがって，10 年以上に及ぶデータ累積を取ったとしても
降雨強度などに比べると観測密度，データ量とも十分であるとは言い難い．さらに局所性
も強いため，データの取得と蓄積および評価方法の改善が課題となっていた． 
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図 3-1 光波の視程と大気減衰に関するシミュレーションとの比較 
Equation(1) =式(3-5), Equation(2) =式(3-6) 
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3-3 光無線通信システムの信頼性に関する検討 
  
3-3-1 屋外光無線システムの運用評価 --- 気象条件と稼働率の評価 --- 
  屋外光無線通信システムの利用の拡がりに伴い，気象現象による回線品質の変動や回線
設計の指標となる光波伝搬特性の公的評価の確立が強く望まれるようになってきた．大気
伝搬における光波減衰は，視程をもとに推定できることを前項でも示したが，基本パラメ
ータとなる視程の観測記録は，各地の気象台や測候所のあるポイントでの 1 日に数回の定
時観測データのみである．また，光無線装置ベンダーのデータも，個別観測点での実験デ
ータの積み重ねや過去の気象台の視程観測データの累積分布からの推計である[54][55]． 
 そこで，屋外光無線通信システムの気象に対する信頼性を評価するため，２つの実証実
験を中心とした研究を行った．１つは，連続的に光波伝搬と気象データを高い時間分解能
で計測し，同時に通信品質との比較を行う，光無線通信システム推進協議会[18]のワーキ
ンググループでの研究[56]である．他方は，平成 11 年度から 16 年度までの 5 年間に渡り
実施された，いわゆる「学校インターネット」プロジェクトであり，本プロジェクトは，
e-Japan 計画の柱の１つで，現総務省と文部科学省の連携プロジェクトとして実施された．
このプロジェクトでは，参加地域のネットワークセンターと各学校を結ぶ高速アクセス回
線として，光ファイバを始めとした様々な高速回線が利用され，高速ネットワーク環境の
教育応用に関する研究が行われた．屋外光無線通信システムも固定無線通信システム
（FWA : Fixed Wireless Access）の 1 種として，全国で 93 回線が使われた[57][58]．5 年
の長期に渡る実証的研究は，全国各地での運用実績を評価することにより，屋外光無線通
信システムの信頼性や回線設計，特に気象との関係の明確化に多大の成果をあげることが
できた． 
 
3-3-2 光無線通信システムのための光波伝搬特性調査研究 
 光無線通信システム推進協議会にて実施された本研究は，一部が TAO（旧通信・放送機
構，現在の情報通信研究機構）の委託研究として，2001 年 10 月から翌年の 10 月までの 1
年間に渡り，東京都の品川付近（高輪台と三田：距離 1.2km）の 2 地点のビルにテストベ
ッドを設置して行われた．本実験システムは，図 3-2 に示すように，2 つの実験サイトの
屋上に，気象データを計測する現在天気計と光無線装置を設置し，各種の計測信号を屋内
に引き込みデータを自動計測する．光無線装置の回線品質は，回線品質測定器（PDH/SDH
アナライザ）で BER 計測を行うことで評価し，同時に受信信号光の一部をパワーメータ
で計測することで通信路における光波減衰を計測する．また，視程確認用にネットワーク
カメラを設置して現在天気計で計測された視程データと視認による視程との差も比較でき
るようにした．さらに，2.4GHz 無線 LAN も設置し，光波との補完性の調査を合わせて行
った．この結果については第 4 章で述べる．図 3-3 に設置された現在天気計と光無線装置
の写真を示す．表 3-1に使用された光無線装置の光学部の諸元を示す．送信パワーは 12mW 
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表 3-１ 光無線装置の光学部の諸元 
項　目 仕　様 備　考
送信パワー 3mW×4 beam    λ= 850nm
送信角度 2mrad 全角
受信アパーチャー φ70mm×４面 １面は受光モニタに流用
最小受光感度 －41dBm
本実験でのマージン 約25dB 1.2km，３面受光換算
 
回線品質
測定器
データ収集
ＰＣ
データ収集
ＰＣ
気象・視程計 気象・視程計
光無線装置 光無線装置
電波無線装置 電波無線装置
ﾈｯﾄﾜｰｸｶﾒﾗ
港区三田 港区高輪←　1.2ｋｍ　→
図 3-2 実験システム構成図 
 
現在天気計 
光無線装置 
図 3-3 設置された光無線装置と現在天気計計 
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（11dBm），1.2km 離れた受信点でのビーム径はφ2.4m となる．受光レンズはφ70mm の
４面のレンズから成り，この内の 3 面で集光された光が通信品質測定器に送られ，1 面は
パワーメータに接続され光波減衰の測定に使われる．１つのレンズ当たりの結合損失は
31dB となり，レンズ１面当たり－20dBm の受光パワーが見込まれる．したがって，通信
回線上（3 面が使われている）では約 25dB の減衰許容マージンとなる．現在天気計での
視程計測は，光の前方散乱の原理を用いた測定を行っているため，各観測点での定点測定
となり必ずしも光の伝搬路全体の視程を保障したものではない．しかし，両観測点での計
測と同時に測定される受光パワーや BER データと相関を取ること，およびカメラでの観
測映像を通じて実験系全体の信頼性を担保できると考えた． 
１年間を通じての視程観測では，高輪と三田の２地点間で観測値に若干ばらつきが生じ
ることもあったが，その相関関数はｙ=1.06x となり，特に回線品質に影響を及ぼす視程悪
化時には高い相関が得られた．図3-4に1日の両観測点における視程計測結果の例を示す．
図 3-5 は高輪観測点から三田方面を見ているカメラ画像である．代表的な目標物が判別で
きるか否かで観測時点におけるおおよその視程が分かる．現在天気計による視程の測定値
とカメラ画像から推定する視程の変動はほぼ一致していたが，視程が 1km 以下になるよ
うな状況では，現在天気計による視程の測定値の方が低い値となる傾向が見られた．本実
験を行った期間内に現れた視程悪化時の主要因は，強雨によるものであり，雨滴が周りの
構造物に当たり霧状になり，観測点では光路全体の光波減衰より大きな減衰を計測したた
めと考えられる．また，現在天気計が使われる場所（空港など）を考えると，全般的な特
性として安全係数側（厳しい値を示す方向）に振れる傾向もあるようである． 
 
三田－高輪における視程1日変化
2002年8月2日
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0:00 3:00 6:00 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00 0:00
時刻
視
程
[k
m
]
三田観測点 高輪観測点
図 3-4 両観測点での視程の 1 日の時間変動 
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約3.2km
約1.6km
最遠物
約0.35km
三田観測点　約1.2km
投光ビームが見える
図 3-5 カメラ画像（高輪観測点から三田方面を見る） 
 
次に，観測されたデータと同じ期間の東京気象台（大手町）の視程観測結果との相関を
評価した．ばらつきは大きくなるもののこちらも高い相関を示した．また，カメラ画像で
の解析結果の場合と同様，悪視程時には現在天気計の視程の測定値が気象台での観測値よ
り短くなる方向になった．図 3-6に１年間の視程累積分布と過去 10年間（1991年から 2000
年）の気象台データの累積分布を示す．視程が良好な状態では，ほぼ過去のデータ上に測
定結果がプロットされるが，視程距離が短くなるにつれて本実験における計測結果の方が
出現確率は高くなっている．気象台での視程観測は人の目視で行われるため，カメラによ
る計測と同じ結果が現れたと考えられる． 
視程の累積分布
0.01
0.1
1
10
100
100 1000 10000 100000
視程[m]
横
軸
以
下
に
な
る
確
率
[%
]
三田観測点 高輪観測点 東京気象データ 過去10年の東京気象データ
図 3-6 視程累積分布（測定結果と過去 10 年間の気象台データの累積分布） 
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本実験では，受光パワーを受信光学系（レンズ）の１つを使って測定している．したが
って，視程が良好な状態で観測された受光パワーの統計的平均値（約－33dBm）と計測デ
ータの差が実験区間全体の光波減衰を示すことになる．図 3-7 は，視程が 2km 以下と観測
された時の受光パワーとの相関を示したものである．これに，良好な状態で観測された受
光パワーの統計的平均値をリファレンス（ref）として，3-2 項で示した評価式(3-5)，(3-6)
より求められる光波減衰カーブを加えている．２つの評価式はほぼ同等であり，図より視
程が短い部分では観測結果よりも厳しい評価を与えるものとなった．逆に実際の視程は，
観測値よりも良好である場合が多いと言える． 
 通信品質は BER 測定により評価した．誤りが生じ始める受光パワーは約－55dBm であ
り，実験で使用した光無線装置の許容光波減衰マージン（約 25dB），受光パワーのリファ
レンス（約－33dBm）からもほぼ妥当な数値である．全実験期間における BER の累積確
率は， 
BER≦1×10－8  --- 99.51％ 
BER≦1×10－6  --- 99.96％ 
となった．一方，受光パワー（Po）は， 
Po≧－55dBm  --- 99.52％ 
Po≧－60dBm  --- 99.95％ 
となり，BER と受光パワーの累積確率はほとんど一致した．BER と受光パワーおよび視
程と降雨強度の関係を示す典型的な例を図 3-8 と図 3-9 に示す．これは，2002 年 8 月 2
日の集中豪雨を記録した日に計測された受光パワーと BER の変動および気象データを示
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したものである．16:00 頃からの約 20 分間強い降雨による視程低下が生じ，通信品質が急
激に低下しているのが分かる．受光パワーは，測定限界を超えて低下している． 
実験期間中に BER≦１×10－6となった確率 99.96％は，図 3-7 の光波減衰カーブを延長
させると視程距離で約 600m に相当する．これを限界視程距離として式(3-5)より 1.2km で
運用した時の光波減衰量を求めると 26dB となる．これは，使用した光無線装置のマージ
ンとほぼ一致した．この結果はすなわち，視程の累積分布確率から稼働率を評価できるこ
とを示している． 
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3-3-3 「学校インターネット」プロジェクトによる長期運用からの稼働率評価 
「学校インターネット」プロジェクトは，e-Japan 計画の柱の一つで，現総務省と文部
科学省の連携プロジェクトして実施された．このプロジェクトでは，参加地域のネットワ
ークセンターと各学校を結ぶ高速アクセス回線として，光ファイバを始めとした様々な高
速回線を利用した，高速ネットワーク環境が整備され，その教育応用に関する研究が平成
11 年度から 16 年度までの 5 年間に渡り実施された．屋外光無線通信システムも固定無線
通信システム（FWA : Fixed Wireless Access）の一種として，全国で 93 回線が使われた．
図 3-10 に光無線が使われた地域を示す．中でも，群馬県大田市，東京都世田谷区，静岡県
静岡市，静岡県浜松市，大阪府守口市や高知県安芸市，高知県土佐市など図中○印で示す
６箇所の地点では，10 リンク以上が広い市域をカバーする形で構築された．光無線リンク
による地域的ネットワークを図 3-10 中で拡大した静岡市の構築例で示す．表 3-2 には使わ
れた光無線装置の要求仕様を示す．本プロジェクトにおいて 5 年間に渡り全国各地域で使
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図 3-10 「学校インターネット」での光無線利用地域と静岡市の回線例 
通信距離 最大  2km  日本国内主要都市域で稼働率99%以上
通信速度 最大  300Mbps
システムマージン 最小 20dB  （大気による減衰に対するマージン）
光源／受光素子 0.8um LD／Si-APD
インターフェース 100Base-FX
通信環境 Fast-Ethernet （全2重）
表 3-2 光無線装置の仕様 
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われた屋外光無線通信システムの稼動状態をモニタした結果は，光無線通信システムの稼
働率を評価し，その推定を行う上で重要なデータを与えるものとなった． 
はじめに，本プロジェクトでの光無線回線の稼動状態を把握するための監視方法とネッ
トワーク構成について説明する．光無線通信システムは，拠点同士を１対１で接続するも
のである．そのため，各リンクは見通しが利く学校間をカスケードまたはスター構成で接
続する構成となっている．ネットワーク環境は，運用の簡易性，コスト，トラフィックな
どを考慮して光無線リンクを SW-Hub で接続していく Fast-Ethernet 構成とした．また，
各学校内 LAN はセグメント分割し独立したセキュリティーを確保するため，ルータを介
してバックボーンの SW-Hub に接続させる構成となっている（図 3-11）． 
ネットワークの稼動状態の監視は，各地のネットワークの設備と運用に応じて，Simple 
Network Monitoring Protocol （SNMP）と”ping”応答に似た検査パケットのエコー検
出を統計的に行う２通りの方法で行った．SNMP 監視では，異常が生じた時に生成される
トラップにその原因となるコードと Down/Up のフラグを付けて送出する仕組みを作り，
Downしてから再度Upするまでの時間を不稼働時間とした．検査パケット監視方式では，
2KByte 長の検査パケットを SW やルータに送り，そのエコー検出を統計的に行うことで
回線の状態を把握した．検査パケットの消失割合と通信品質は事前の実験で確認し，リン
クの通信品質が 1Mbps 以下になると推定される時間を不稼動時間とした．図 3-12 に検査
パケットの消失割合と通信品質の変動の事前実験での結果を示す．検査パケットのロス率
が 20％程度になると，光無線回線のスループットは 1Mbps 程度まで低下していると推定
できる． 
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図 3-11 光無線ネットワーク構成図と回線状況監視手法 
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実際のシステムと回線劣化の状態を図 3-13 に示す光無線装置の受信特性で説明する．通
常，光無線装置は，通信路が良好な状態で約－20dBm 程度の受光レベルが得られるよう
に設定されている．装置の最小受信感度は約－43dBm であるので，この差約 20dB が伝送
路での光波減衰に許容される値（マージン）となる．降雨や霧により光波減衰が大きくな
り，このマージンがなくなると伝送誤りが生じ始め， BER が１×10－6程度になると検査
パケットの消失が見えてくる．また，SNMP では受光レベル－40dBm 付近でトラップを
発するように設計されている．リンクが完全に切れてしまうとトラップも届かなくなるた
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め，リンク断まで若干の余裕を持たせている．検査パケット監視方式では，各リンクを 30
秒毎に順次検査するのでリンク数が多いと再度自リンクに検査の順番が回って来るまで時
間がかかり，時間分解能は荒くなる．しかしいずれにせよ，不稼働時間は統計的に厳しい
方向で表現される．ただ，光無線はリンク距離が長いほど減衰量は大きくなるためリンク
断となり易い．光無線リンクがカスケード接続されている場合，中間に距離の長いリンク
がある場合，長い距離で使われている光無線リンクが最初に断線となる確率は大きく，そ
れ以降のリンクの状況は分からなくなる．そのため今回の集計では，中間に長い距離の光
無線リンクがあり，そこが断線した場合，その光無線リンクの後ろ側に接続される光無線
リンクについては，集計から除外することにした． 
以下，実際の測定結果と周辺の気象台などで観測された気象データとの関係を示す．図
3-14 は，浜松市に構築された光無線リンクによるネットワーク中での主なリンク区間の月
間稼働率推移を示したものである．梅雨時から夏にかけて，降雨の影響により稼動率が下
がる傾向が見られる．図中 2003 年の 7 月には距離が短い光無線リンクでも稼動率が低下
している．この時は，数年に一度有るか無いかの濃霧が深夜から早朝にかけて発生した．
その時の通信品質状況を検査パケットのロス率の変動として図 3-15 に示す．近くにある浜
松測候所が記録した視程の変化を付記している．視程状況の変動に伴い各光無線リンクが
その距離に応じて回線断と復帰をする状況が良く分かる．視程が 500m と観測された時間
帯では 700m のリンク（Link 5）でも断線状態となっているが，400m のリンク（Link 2）
はこの間も維持されていることが分かる． 
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図 3-14 浜松地域における光無線リンクの稼動状況 
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同様に，降雨との関係を高知県における観測例で示す．降雨データは，最寄りの高知気
象台と安芸市のアメダスデータから抽出した．図 3-16 は，2003 年 7 月に安芸市で非常に
強い降雨が記録された時のものである．おそらく，瞬間的には 100mm/h 以上の降雨強度
になっていると推測される．そのため，光無線区間 2km のリンクは，降水量が多い時間
帯で最大 30 分連続的に受信レベル低下を示すアラームが生じている．しかし，距離が 800
ｍのリンクのアラームは数分にとどまっている．図中の最上部の点列は，アラーム事象の
図 3-15 霧による光リンクの稼動状況の変動 
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始まりと終わりに発せられるトラップ通知を示している．また，図 3-17 は，2003 年 8 月
の台風 10号接近時における土佐市と安芸市の各光無線リンクの状況を示したものである．
台風 10 号の進行方向（南西から北東方向に進み 21:00 頃室戸付近に上陸）にあわせて，
強い雨の領域が，西部の土佐市(a)から東の安芸市(b)方面に移ってきているのが分かる．こ
のような状況下，区間距離の長いリンクでは，断続的に回線劣化が生じているが，距離の
短い区間（土佐 L1：500m／安芸 L2：800m）では，回線劣化はほとんど生じていない．
台風の場合，強風と共に断続的に降雨強度が変動する状況が光波減衰（図中の Relative 
received power level）に見て取れる． 
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視程を悪化させる要因には，降雨や霧・霞の他に降雪がある．南関東以西では雪の影響
はほとんど無視できる程度の確率であるが，北関東での確率は若干高くなる．図 3-18 は，
群馬県前橋市における降雪時の光無線リンクの稼動状況を示したものである．視程と降雪
量は，太田市より少し北西に位置する前橋市気象台のデータで示す．降雪と視程の変動に
伴い，各リンクの回線断と復帰の状況が分かる．これは，図 3-15 で示した霧の発生時によ
く似たパターンを示している．北関東では，稼働率が夏季に降雨で悪化するのは他の地域
と同じであるが，冬季の降雪の影響で稼働率が若干低くなる傾向が見られた．  
表 3-2 に各地の実運用結果と過去の視程データから推測される稼働率との比較を示す．
また，図 3-19 は，前橋と高知気象台と浜松測候所による 1990 年代から本プロジェクト末
（2003 年 12 月）までの視程の累積分布確率を示したものである．3-2 項で示した式(3-5)
を使い，実際に使用する光無線装置の光波減衰に許容される装置マージン（Ms）と運用距
離（Dr）からその光無線装置の限界視程距離（Vm）を計算すると次式のように表される． 
 DrMsVm ⋅= 　/13  (km)  ----- (3-7) 
得られた Vm を図 3-19 の該当地域の視程距離に当てはめ，ここでの確率（Vm 以下となる
確率）を求めると実際の稼動結果とほぼ一致する結果が得られた．これらの結果より，マ
クロレベル（有効数字 3 桁程度）の稼働率は，過去の視程の累積分布確率から推定可能で
あることを明らかにした． 
 
 
 
 
図 3-19 各観測地域での累積視程分布確率 
図 3-18 降雪時の光無線リンクの稼動状況（群馬県太田市） 
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Region link distance availability estimated availability
静岡県浜松市  700m 99.95% 99.99～99.98%
静岡県浜松市  1.2km 99.88% 99.93～99.96%
静岡県浜松市  2km 99.75% 99.75～99.88%
高知県安芸市  800m 99.97% 99.99～99.98%
高知県安芸市  2.1km 99.70% 99.8～99.85%
高知県土佐市  1km 99.60% 99.98～99.97%
群馬県大田市  1.3km 99.72% 99.65～99.8%
群馬県大田市  1.7km 99.64% 99.5～99.7%
群馬県大田市  3.4km 98.59% 97.5～98%
表 3-2 各地域の代表的リンクの稼働率と推定値 
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図 3-19 各観測地域における視程の累積分布確率 
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3-3-4 稼働率推定の確度向上に関する検討  
一般的に，通信事業者が回線の稼働率を議論する場合には，年間不稼働時間数分（この
数字の意味するところはここでは議論しない），4 ないし 5 桁以上のレベルの精度が求めら
れる．このようなレベルの精度は，観測間隔が時間オーダーの視程データからだけでは得
ることができない．したがって，何らかの新しい推測モデルを加えることが必要になる． 
ここでは「学校インターネット」プロジェクトで得られたデータをもとに，推定精度の
向上を考察してみる．本プロジェクトで使われた光無線装置のマージンは約 23～20dB で
あるので，光無線装置の 1km 当りの限界視程距離（Vm）は，先に示した式（3-7）から
計算される．例えば，光波の許容減衰マージン 20dB の装置を 2km で使った場合， 
Vm＝13/20×2＝1.3(km)  
となる．これを図 3-19 から限界視程距離以下になる確率（不稼働率）を求める．太田（前
橋の視程分布で求める）の場合，3.4km 区間：2.5～2%，1.7km 区間：0.5～0.3%，1.3km
区間：0.35～0.2%となり，表 3-2 の実測結果の稼働率とほぼ一致した．計測時間間隔や断
線時間の原因の切り分けなどを考慮すれば，浜松と高知も実測と推定は近い値ではあるが，
推定値に比べ実測結果が若干悪くなっている．リンク区間が短くなるとその傾向は強まる． 
気象台や測候所で定時観測･記録される視程データは，1 日に数回のポイント計測であり，
短時間の特異な事象に合致する確率が減るために十分な有効精度を得ることができない．
例えば，図 3-15 に示した浜松での霧が発生した状況も定時観測値では表れていない．この
事象は，1km 以上で約 5 時間，700m で約 3 時間続き，観測期間中の稼働率をそれぞれ
0.014%，0.009%引き下げることに相当する．また，強雨による短時間の影響も視程観測
データに現れ難い事象である．降雨による光波減衰は，3-2 項の式(3-1)で示されるように
10 分間降水量（R）が 5mm では 13dB/km となり，2km 以上のリンク区間では回線断と
なると推定される．さらに 10mm では 21dB/km，15mm では 27dB/km となり，1km 以
下の区間でも回線断の確率が高まる．一般に 1 時間雨量中の最大 10 分雨量の分布は対数
正規分布に近似でき，10mm 以上の 1 時間降水量の 30%程度が 10 分間に集中し，さらに
50%以上が 10 分間に集中する確率は 10%ほどになることが報告されている[59][60]． 
表 3-3 は，プロジェクト期間中の高知での降雨量の観測割合を示している．ここで，降
雨量が 5mm 以上 20mm 未満の時間率は約 1%であり，この内の 20%が 2km 以上の区間
で減衰が装置の許容マージンを超えるであろう 5mm/10min.以上の降水量となると仮定す
れば，時間率で約 0.033%となる（1%×0.2×1/6）．さらに，1km 程度のリンクでも影響
が生じてくる，20mm/hour を越える場合の時間率は約 0.1％あり，その中で必ず 10 分間
降水量が 10mm 以上となったと仮定すると，その時間率は約 0.017%となる．さらに，同
時に生じる霧などの影響も受け，回線断となる時間は増えていると思われる．この降雨減
衰の短時間補正の結果を表 3-2 の推定値に補正値として加えると，実測データに，より近
づく結果となる．例えば，表 3-2の安芸市の 2.1kmリンクで実際に観測された稼働率 99.7%
である．ここに短時間降雨減衰の推定（0.05%）を加えると推定稼働率 99.8%～99.85%に，
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より近い値となる．短い時間レベル（高い時間精度）での推定値と実測結果の差は，こう
したミクロレベルの事象の累積によって生じている． 
このように，非常に小さな確率となると視程の累積分布からだけの推定では十分な精度
を得ることは難しく，短い時間生じる光波減衰の推定を行うことが必要となる．関東以西
の地域においては，光波減衰を引き起こす主要因は降雨である．前述したような 1 時間あ
たりの降雨量データからより短い時間の降水強度推定を行うことで稼働率の確度を向上さ
せる可能性が高まる．したがって，降雨に伴う短時間の光波減衰量の推定モデルを確立す
ることが重要と考える．ただし，光波減衰は単純な降水強度だけの要因ではないため，幾
つかの地域で連続的な視程変化を他の気象データと共に収集して，降水強度分布と光波減
衰の時間相関のモデル化を行うことが今後の重要な課題である． 
 
 
 
 
0.5～3 5.654% 5.453%
3～5 0.947% 0.750%
5～10 0.704% 0.575%
10～20 0.289% 0.289%
20～40 0.103% 0.072%
40～ 0.004% 0.019%
Kochi meteorological
 observatory Aki AMeDAS
Precipitation
(mm/h)
表 3-3 高知での降雨観測割合 
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3-4 バースト誤りに関する考察 
  
第 2 章や 3-2 項でも触れたように，光無線通信システムにおいては，大気屈折率変動に
より引き起こされるビームベンディングやシンチレーションの影響によりバースト誤りが
生じ得る[61]．しかし，バースト誤りは通常のネットワーク環境では，TCP プロトコルに
よる再送手続きによりユーザーに意識されるほどの通信品質を招かない．また，稼働率を
議論する際に対象となるほどの時間スケールにはならない[50]と説明してきた． 
 しかし最近では，ストリーム伝送に代表される非 TCP 系の伝送も増大しており，バー
スト誤りによる多数のパケット消失は，伝送されるコンテンツ品質に影響を及ぼす可能性
がでてきた[62][63]．ここでは，次章で述べる伝送路の信頼性確保，特に誤り訂正時にお
ける留意点として，光無線通信システムにおけるバースト誤りの特性について，実験結果
を交えつつ検討を行った．以下に，その検討および考察の結果を示す． 
 第 2 章でも触れたように，通信回線の最もベーシックな計測評価手法として BER の計
測がある．そして，BER 計測において生じる誤りの性質を評価する手段として％EFS が
ある．この BER と％EFS，2 つの要素を使って実際の伝送誤り特性を評価する．議論を単
純化するため，ランダム誤りとバースト誤りにおける 2 つの関係を整理する．ランダム誤
りの場合，伝送レートを R[bit/s]とすると Error Free Sec.は R 個中誤りのない（0 個の誤
り）状態であるから％EFS は， 
  ( ) ( )RRR BERBERBERCEFS −=−= 11% 00   ----- (3-8) 
となる．一方，バースト誤りの場合は，受信する信号光レベルが低下して全て”0”となる状
態と仮定できる．また，モデルを簡易化するため，必ず同じ長さのバーストがランダムに
発生すると仮定する．バースト長 n bits(マーク率は 1/2 であるから誤りは n/2 bits），バ
ースト発生率 Pbとすると， 
  ( ) nRbbnR PPCEFS /0/ 1% −=    ----- (3-9) 
ここで， ( ) RPnRnBER b //2/ ⋅⋅= であるから， 
  ( ) nRBEREFS /21% ⋅−=  （ただし n≧2） ----- (3-10)  
となる．この 2 つの式をグラフ上に示すと図 3-20 となる．黒色カーブは，式(3-8)で示さ
れるランダム誤り時のグラフ．他の 3 つのカーブは，式（3-10）でバースト長を，10bit，
100bit，1000bit とした時のグラフである．さらに，実際の実験で得られたデータをその
上にプロットしてある．●印は降雨時の光波減衰が大きくなった時のデータ，×印は晴天
時で十分な受光パワーが得られた時のデータである．有意なデータが得られやすいように
2-3-2 項の図 2-4 に示した実験と同じ 6km の環境で，125Mbps のデータ速度で計測した．
×印のデータには，データ数を増やし％EFS がばらつくようにビームをずらした（ビーム
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ベンディングが生じた）状態で計測したデータが含まれている．2-3-2 項で推定したよう
に，10000bit を超えるバースト誤りが生じていることが確認された．逆に短いバースト誤
りが多数生じるといった現象は少ない．これは，大気揺らぎの速度（せいぜい 1kHz 程度）
がそれほど早いものではないことから，大きな減衰を生じた時の時間が長くなる傾向を示
していると考えられる．  
 この結果を見ると降雨や霧などによる降雨減衰で生じる誤りは，ほぼランダム誤りであ
り，シンチレーションやビームベンディングにより生じる誤りはかなり長いバースト誤り
となることが明らかである[64]． 
なお，フィールド実験においては，降雨時にも特異的なバースト誤りが発生することが
報告されている[65]．このバースト的な誤りを生じさせるメカニズムについてはまだ不明
であるが，雨滴による幾何学的散乱（降雨の粒径や密度，また伝搬路長など各種パラメー
タ）が影響し合い，受光点でエネルギー密度の低いスポットを形成する場合があるのでは
ないかと思われる[66]． 
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図 3-20 誤り発生シミュレーションと実測データの分布 
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3-5 結言 
 
本章では，まず始めに屋外での光波伝搬に伴う大気擾乱の影響，それによる伝送誤りの
発生とその性質，特に屋外光無線通信システムにとって稼働率を律する最大の要件である
光波減衰について，視程との関係を議論した．そして，気象計測データ中の視程をパラメ
ータとして光波減衰を導出する式（3-5）または（3-6）が，電磁波の大気伝搬シミュレー
ションにより得られた結果と，実際に屋外光無線が適用される距離範囲において，非常に
良く一致することを示した． 
さらに，屋外光無線通信システムの長期運用試験として東京都内で 1 年間にわたって気
象データと通信品質の関係を明らかにするため光無線通信システム推進協議会にて実施し
た研究プロジェクト，および現総務省と文部科学省の連携事業として実施した「学校イン
ターネット」プロジェクトについて示し，そこで得られたデータを同時に観測された気象
データと共に解析し，安定性・信頼性の基準としての稼働率について検討を行った．その
結果，屋外光無線リンクを運用する際の光波減衰は，式（3-5）または式（3-6）で記述で
き，その稼働率（％）は，当該地域の過去の視程の累積分布確率から小数点 1 桁程度の精
度で推定できることを実証した．実際に，屋外光無線リンクの光波減衰に対するマージン
が 20dB 以上あれば，実験を行った地域（東京他）で運用距離が 1km 程度の場合，稼働率
は 99.9%以上得ることができた．すなわち，長期間（10 年程度）にわたる視程の累積分布
確率と光無線装置の大気減衰に対する許容マージンを知れば，当該地域における屋外光無
線装置の稼動率推定を容易に行うことが可能であることを明示した．さらに，より精密な
稼働率の推定を行うための手法として，降雨強度の短時間分布推定を提案し，実際に取得
されているデータにより検討したところ，強雨による視程悪化が支配的である関東以西の
地域での稼働率をより詳細に推定できる可能性を示した． 
最後に，バースト誤りについて検討を行った．TCP/IP プロトコルでは再送処理により
クライアント側で伝送誤りを検知することがほとんどできない，稼働率的には無視できる
バースト誤りであるが，UDP 等近年増加しつつあるネットワーク上でのストリーミング
伝送プロトコルに対しては，何らかの影響があるものと予想される．そこで，バースト誤
りの発生メカニズムについて考察し，屋外光無線リンクで生じるバースト誤りの時間的長
さの分布について考察を加えた． 
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第 4 章  
 
屋外光無線通信システムの信頼性向上のための手法 
 
4-1 緒言 
 
第２章，第３章で示したように光無線システムは，ファイバ通信との親和性に優れ，容
易に高速大容量通信リンクを構築できるソリューソンである．そして，屋外における気象
変動の激しい条件化においても，適切なリンク設計を行えば相当レベルの稼働率を確保で
きることを明らかにした．また，屋外光無線システムの長期運用に当たっては，当該地域
の気象データ，特に視程の累積分布確率から，かなり正確に稼働率を推定できることを明
らかにした． 
しかしながら，無線通信システムである限り伝搬路上で想定以上の擾乱が生じる確率は
ゼロとはならない．屋外光無線システムにおいても，通信の安定性を律する要件が光波減
衰であり，大気揺らぎの大きさであることを念頭に置きつつ，気象条件を考慮して，利用
に合せた稼動条件を設定してコストを含めた最適なリンク設計を行うことが必要となる． 
しかし，通信事業者の提供する公衆回線など利用形態によっては，視程の累積分布確率
から推定される以上の精度での稼働率要求，安定した通信品質が要求される場合がある． 
本章では，伝送路上での通信誤りが避けがたい屋外光無線システムの稼働率の向上や通
信品質の安定化，すなわち信頼性向上のための手法について議論する．信頼性を向上させ，
システム全体での稼働率を高める方法としては，第 2 章の光 FPU 開発で示したように，
何らかの技術を付加して装置単独で信頼性や安定度を向上させる手法とネットワーク全体
として信頼性や安定度を高める手法がある．本章では，この 2 通りの手法について実証実
験を含め検討を行った．さらに，近年急速に普及しつつある新しい高効率符号化方式の適
用について考察した． 
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4-2 網構成による信頼性向上の検討 
 
4-2-1 経路冗長性による信頼性確保 
第 3 章で示した「学校インターネット」のような地域的規模の大きなイントラネット網
で光無線システムが利用されるようになった場合，ネットワーク全体の信頼性を向上させ
るための手法が必要となる．一般的に通信網で使われる代表的手法は，複数の経路を用意
し，特定の経路の切断が生じた場合には別の経路に切り替える方法である．しかし，これ
まで光無線リンクは，単独の独立した伝送路を提供するリンク，もしくはネットワークの
中の例外的な 1 リンクとしての利用がほとんどであったため，ネットワーク中においての
経路切り替えなどについては，具体的な検討はあまり行われていなかった．  
ここでは，TAO（現在の情報通信研究機構：NICT）の研究プロジェクト，マルチメデ
ィア・パイロットタウン事業の１つとして浜松市で行われた，電子博物館／電子図鑑等の
素材を研究対象としたマルチメディア・データベースの開発とその広範囲な利用を目的と
した実証実験の中で実施された，光無線リンクの冗長構成運用に関する実験の結果を示し
つつ光無線リンクの冗長構成に関して評価・考察を行った[22][41]．  
実験の概要は，浜松駅前地区（約１km 四方のエリア）に点在する４つの施設（浜松リ
サーチセンター，楽器博物館，科学館，浜松市地域情報センター）に設置された ATM-SW
を光無線リンクで接続し，155Mbps の ATM ネットワーク環境を実現した．その上に，超
高精細画像（2k×2k  24bit ﾌﾙｶﾗｰ：12MB），動画・高音質音源（MPEG2：9.6Mbps）等
のマルチメディア・データベース・コンテンツが流れ，学芸員などによる拡充・運用，さ
らに一般利用者への開放と評価結果の収集等を行いその有効性を検証するものである
[67]-[69]．このようなマルチメディア・データベースの効果的かつ効率的運用を図るため
には，大容量通信ネットワークの利用が不可欠であるが，その通信回線コストは必ずしも
安くはなく，実験終了後にシステムを運用していくことは，当該自治体等のシステム運用
者にとって大きな負担となる．そこで，大容量通信を簡単に実現し，後年度の負担の無い
手段として，光無線システムによるネットワーク構築が行われた． 
まず事前に本プロジェクトにおいて扱うデータの転送容量や速度，伝送誤りに対する特
性について各種検討を行い評価した．その結果，光無線リンクによるネットワーク環境が
十分対応できることを検証し[41]，各施設の ATM-SW 間を 155Mbps の ATM インタフェ
ースで接続する Inter-connection network を実現した[70]．データベース・サーバのある
浜松リサーチセンター，電子博物館システムの研究用設備ならびに一般来館者用端末のあ
る楽器博物館，電子図鑑システムの研究設備ならびに一般来館者用端末のある科学館，そ
して両システムの公開用端末のある浜松地域情報センターが図 4-1 に示すように，５つの
光無線リンクから成るメッシュ状のネットワークを構築した．本来ならば，浜松リサーチ
センターから各施設への３リンクで機能的には十分であるが，光無線リンクに障害が発生
した時の迂回路を確保して冗長性に関する検証を行うため，このような構成による実験網
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を構築して各リンクの状態を常時監視し，その結果を蓄積し気象データ等と共に解析する
ことで，冗長経路による光無線ネットワークの性能並びに有効性の検証を行った． 
各リンクの監視方法としては，SNMP による各機器の状態監視やルータの RIP（routing 
information protocol）シグナリングや ATM-SW のエコー・シグナリングを利用する方法
がある．しかし，これらの方法はいずれも監視時間間隔が長く，また，RIP やエコー・シ
グナリングではモニタリングパケットのサイズが非常に小さいため，それが検出できない
時のリンクの状況はほとんど断線状態となる．また，他のプロセスとの衝突でパケットが
消失する可能性もあるので複数回の試行が必要となる．そこで本実験では，より時間分解
能に優れ，リンク断だけでなくある程度の通信速度も推定できるような方法として，監視
用の専用 WS を ATM-SW に直収し，短いインターバルでロングパケットを相手側
ATM-SW に伝送しその応答を得る方式を採用した．ただし，ネットワークへの負荷を最小
限とするため，インターバルは 2 秒（タイムアウト設定１秒）で通信プロトコルは再送を
行わない UDP（user datagram protocol）とした．監視用 WS は，浜松リサーチセンター
に置かれ，ここから各施設（～地域情報センター，～楽器博物館，～科学館）へ接続する
３つの光無線リンクの監視を行った．他の２つのリンクは，通信距離が監視を行う３つの
科学館
楽器博物館
リサーチセンター
情報センター
JR 浜松駅
800m
600m
700m
250m
450m
主リンク バックアップ・リンク
DBサーバ
光無線監視端末
研究･来客用
システム
研究･来客用
システム
検索･表示
システム
図 4-1 光無線リンクによるネットワーク構成図 
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リンクよりも短く気象条件等の外的影響を受け難く，そのリンク自体が迂回用のバックア
ップであるため，監視対象としなかった． 
具体的な検出手順を，図 4-2 のフロー図に示す．まずモニタリングパケットが各
ATM-SW に向かって一斉に送信される．このパケットに対する ATM-SW から受信応答の
有無を監視用 WSで検出し，応答が無かった場合には各カウンタ値を１ずつ加算していく．
そして，カウンタの値がしきい値（10 回）を越えた場合には報告プロセスを起動する．し
きい値はプロセスの衝突等でパケットが消失する場合もあるため，10 回連続して応答がな
い場合にリンク断と判定することにしている．復帰の判定プロセスは，リンク断と判定さ
れた後に３回連続して応答があった場合に復帰と判定している．また，タイムスタンプと
共に応答結果はログファイルとして保存される．実際の動作例を図 4-3 に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
各ATM-SWに
検査パケット
送信
応答 ｶｳﾝﾀ+1
　 ｶｳﾝﾀ
　　ﾘｾｯﾄ
待機
ﾛｸﾞﾌｧｲﾙ作成
ｶｳﾝﾀ値＞しきい値
NG
OK
No
Yes
報告プロセス
　　起動
図 4-2 光無線リンクの異常検出と復帰検出のフロー図 
フローの流れは 2 通りになっており， 
 リンクが正常時には，応答あり（OK）／無し（NG） 
 リンク断線時には，応答無し（OK）／無し（NG） 
となり，リンク断の報告プロセス起動後，カウンタはモニタリ
ングパケットの応答（有り）を待つ．そして，連続して応答が
あった場合，再度報告プロセスを起動（復帰報告）する．2 つ
のカウンタ（閾値）を持ち，使い分けるイメージ． 
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本ネットワークは，各リンクとも 1km 以下と比較的短い距離で狭いエリアに構築され
ているため，1 年間の観測期間中に断線することはほとんど無く，冗長構成の有効性を示
す事象は僅かしか得られなかったが，実際に迂回が有効に行われた時の観測事例を気象デ
ータと共に示す．この日は図 4-4 に示すように比較的強い降雨が朝と正午頃にあった．特
に 12 時過ぎ，浜松測候所の観測記録によると，12:09（11:59～12:09 の 10 分間）にこの
日の最大 10 分間降雨量 12.0mm を観測している．この数字をよく知られた 3-2 項で示し
た降雨減衰量の式(3-1) に代入すると 
      減衰量 = 4.9×（12）0.63 ＝ 23.45（dB/km）   
となり，距離 800m の場合 23.45×0.8＝18.8 と，その減衰量は約 19dB となる．これは，
使われている各リンクのマージン約 20dB とほぼ等しく，瞬間的にはマージン以上の減衰
が生じていると考えられる．なお，浜松測候所は駅前地区よりも 1km ほど北西にあり，
この日は降雨が西から東に移動していたことから時間のずれも説明できる．この時の監視
結果を図 4-5 に示す．図は 12:15 から 12:25 までの 10 分間におけるモニタリングパケッ
トの消失（図中の各プロット点）を示している．なお，図中の縦軸方向は特に意味は無く，
３つのリンクの状態を時間軸上（横軸）で見易くするため分離してあるだけである．非常
に短い時間にパケットの消失が生じていることが分かる．そして，距離の異なる３つのリ
ンク区間でパケットロスの状態が異なっている．まず，最も距離の長いリサーチセンター
～情報センター間（800ｍ）でパケットが連続して消失している．最も距離の短いリサー
チセンター～楽器博物館（600ｍ）のリンクではほとんどモニタリングパケットの消失が 
図 4-3 リンク断と復帰プロセスのモニタ例 
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12:15:00 12:20:00 12:25:00
Time [h:m:s]
RC---科学館
RC---情報センタ
RC---楽器博物館
浜松測候所　1999/11/01
　12:09  10分間降雨量 12.0mm観測
RC---楽器博物館
RC---情報センタ
RC---科学館
図 4-5 強雨下でのモニタリングパケット消失の状況 
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無い．すなわちこの数分間は，リサーチセンターと情報センターおよび科学館の間のリン
クは，楽器博物館経由のバックアップに切り替えられていたことになる．リサーチセンタ
ー～科学館（700ｍ）のリンクは，そのモニタリングパケット消失の振る舞いが少し異な
っているが，風向や周辺建物による雨滴の飛散状態など異なる要因があるものと思われる．
しかし，いずれにせよバックアップは有効に動作していた． 
ここでの検証実験は，狭いエリアでかつ光無線リンクの距離も短いものであったが，強
雨時にリンクが維持できている経路への切り替えが行われ，ネットワークとしての機能を
維持できることが示された．これにより，メッシュ網のような冗長構成はネットワークの
信頼性の向上に寄与できることが明確になった．これが，第 3 章に示した「学校インター
ネット」のように大きな規模の地域的ネットワークの場合には，より有効性は高まる．特
に，リンク断を引き起こしやすい強雨や霧の局在性など考慮すると，リンク距離と地理的
位置を考えながらネットワーク網の冗長構成を行うことで，ある特定区間のリンク断によ
るネットワーク中の大きな部分の停止や能力低下を少なくして信頼性の高いネットワーク
を構築することが可能となる． 
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4-2-2 異種媒体を使ったバックアップリンクとのハイブリッド構成による信頼性確保 
経路冗長性とともによく使われる手法に装置自体の冗長構成がある．ただしここでの冗
長構成は，同じ光無線装置の２重化ではなく，異なる物理特性を有するシステムとのハイ
ブリッド構成である．無線によるネットワーク構築環境のため，通常は電波無線，特に許
認可が不要である 2.4GHz 帯の無線 LAN とのハイブリッド構成[71][72]がコスト面を含
めて実際のシステムとして導入されることが多い． 
ここでは，光無線通信システム推進協議会にて 2001 年 10 月から翌年の 10 月までの 1
年間に渡り，東京品川付近（高輪台と三田：距離 1.2km）の 2 地点にテストベッドを置い
て行われた，光波伝搬特性調査研究の中における実験結果を示しその有効性について検討
する． 
本研究において実施されたのは，光無線の補助回線としての 2.4GHz 無線 LAN 回線の
評価である．3-3-1 項に示した光無線装置と平行に無線 LAN のアンテナを設置し，受信信
号強度，テストパケット消失数，テストパケットの往復時間を連続的にモニタした．実施
期間中の平均的環境では，受信強度はフルパワーに対して 50～60％程度であった．そこで，
512Byte のテストパケットを 10 分間毎に 100 パケット送信し，消失したパケット数とリ
トライ数を計測した． 
図 4-6 に 2001 年 10 月 26 日から 2002 年 2 月 28 日の 10 分間隔の総リトライ数を 1 日
毎に平均化した値を示す．すなわち，10 分おきにテストパケットを 100 パケット送出し，
その送受信に際し，再試行回数が 1 日平均何回行われたかということを示している．図に
示されるように，総リトライ数は何らかの影響を受けて劇的に変化している．特に，2001
総リトライ数の推移
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年 12 月 25 日から 2002 年 1 月 27 日の間，三田から高輪へのリトライ数の平均が 40 回を
超え，他の日に比べ明らかに電波環境が悪化していることが分かる．この間，他の 2.4GHz
電波無線装置の運用が行われたことが予想される．また，1 日の中での時間的変動も大き
く，通常テストパケットの往復時間は平均 5msec.程度であるが，このリトライ数の多かっ
た期間では，平均 20msec.以上になっていた．明らかに電波環境の悪化とスループットの
低下を示している． 
一方，降雨に対する影響はほとんど見られず，霧や強雨時における光無線の回線不稼動
時のバックアップとして 2.4GHz 無線によるリンク維持ができることが示された．図 4-7
に 2002 年 2 月 21 日，時間当たりの降水量が 40mm/hr を超える豪雨の時間帯が発生した
時のリトライ数の変動を示す．降雨強度にかかわらずリトライは生じており，降雨強度と
の間に相関も見出せない．したがって，2.4GHz 無線リンクは降雨の影響を受けないこと
が分かる． 
次に実験フィールドの電波環境をスペクトライムアナライザ（アンリツ製 MS2663C，
アンテナは無指向性ダイポールアンテナと平面パッチアンテナを使用）で計測した例を示
す．図 4-8 は，2002 年 3 月 14 日 11 時 40 分の高輪サイトでの計測結果である．左図は三
田方向にアンテナを向けた時の 2.4GHz 帯域の計測結果であり，右図は目黒方面に向けた
時の計測結果である．目黒方向（右図）には 2.47GHz に自局が送信する電波が観測され
ている他は外来波がほとんど観測されていないが，三田方向（左）には多くのスペクトラ
ムが観測された．この外来波は時間と共に大きく変動しており，通信品質へ影響を及ぼし
ているものと考えられる．しかし，電波の特徴として完全に途切れるといったことは無く，
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遅いながらも繋がっている状態は維持できていた． 
このような無線 LAN を光無線と併用する試行は，「学校インターネット」プロジェクト
の群馬県太田市において大規模に実施された[73]．その結果，気象条件による光無線回線
の不稼動を補うには有効であることが報告された[74]． 
しかし，2.4GHz 帯の無線 LAN 周波数は，自由に使える帯域であるが故に保障されない
帯域であるため通信環境が大きく変動する場合がある．特に屋外の長い距離で使う場合，
指向性アンテナを使うことになり，環境雑音の影響が大きくなる．この傾向は都心部で顕
著になってきている．また，電波の広がり（フレネルゾーン）が大きいため，マルチパス
を生じやすく，海上伝搬などの場合潮位変動によるフェージングのため通信品質の劣化を
もたらす．もう 1 点は，通信速度の問題である．光無線との速度差が大きいため，アプリ
ケーションによっては通信不可能となる．特に，高ビットレートの映像伝送ではバックア
ップの意味を成さない．従って，リンクの切り替え時に上位層でアプリケーションの制御
が必要となる． 
これに対して，ミリ波は広い帯域が確保できるため通信速度を確保することが容易であ
る．中でも自由に使え，酸素吸収による減衰のため短い区間で完結し易い 60GHz を併用
する提案がある．光とミリ波の波長から，霧に対して大きな減衰がある光波と降雨による
減衰が大きなミリ波の相互補完が期待され，同一フィールドでの実験も報告されている
[75][76]． 
 
図 4-8 3 月 14 日 11 時 40 分高輪での電波環境（2.4GHz～2.5GHz） 
(左) 三田方向／(右) 目黒方向にアンテナを向けた時  
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4-3 信号処理：誤り訂正による信頼性向上の検討 
  
前項で示した手法は，長期間の運用スパンにおいて光無線リンクの不稼動状態による回
線断を避けるための手法である．したがって，リンクが維持されている中での伝送誤りに
ついて保障するものではない．それに対してディジタル信号処理による誤り訂正は，伝送
路における誤りを推定して源情報を再生するものであり，通信品質の改善および維持に高
い効果がある．実際に，携帯電話をはじめとする無線通信分野では日常的に使われる技術
となっている． 
 しかし，こうした誤り訂正技術を光無線システムに適用する試みは，最近その適用の検
討が散見されるようになってきた[77][78]が，近年まではほとんどなされなかった．推察
するに，光無線通信は他の無線通信に比べ通信速度が速いため，その速度に十分対応する
LSI が開発されなかったことも一因である．また，第 2 章や第 3 章で述べたように，光無
線通信における誤り発生が複合的でかなり大きなバースト誤りも生じる可能性があるため，
単純な符号では対応できなかったためでもあった．それに，光無線はインターネットの普
及に伴う TCP/IP プロトコルのネットワーク環境の中で普及してきたため，再送機能を含
むベストエフォートな伝送路の中では，発生している誤りがエンドユーザにとってあまり
意識されなかった（見えなかった）ことも大きな理由と思われる．さらに，光無線リンク
は，ファイバに匹敵する通信速度を重視する観点から，信号処理遅延から生じる実行速度
の低下が嫌われた点も大きいと思われる．  
 しかし最近では，ストリーム伝送に代表される非 TCP 系の伝送も増大しており，多数
のパケット消失は，動画配信におけるバッファリング時間の増加となり動画のコマ送り現
象を生じるように，伝送されるコンテンツ品質に影響を及ぼすようになってきた．本項で
は，光無線伝送路の品質確保のための伝送路符号化による誤り訂正技術について実証評価
装置を作成し，実際の光無線リンクに応用した結果を交えて，評価・検討を行った． 
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4-3-1 リードソロモン符号による誤り訂正／コーデック装置の開発 
 ここでは，実際に誤り訂正機能を実装したコーデック装置を開発し，それを光無線リン
クに適用した結果について議論する．光無線伝送路における誤り発生は，伝搬路における
大気擾乱の影響によるランダム誤りとバースト誤りの複合系であることはすでに述べた通
りである．そこで，この両者の誤りに対して有効であると言われ，高速信号処理用の LSI
として入手可能であるリードソロモン（RS）符号による誤り訂正機能を組み込んだコーデ
ック装置の開発を行った．そして，光無線通信における誤り訂正効果の有無について評価・
検討を行った． 
ブロック符号である RS 符号は，バースト誤りを含むブロック内での誤り訂正に高い能
力を有する[36]．一方，第 2 章の光 FPU 開発において示したように光無線通信環境では，
非常に長いバースト誤りが生じ得ることが知られてり[12][13]，バースト誤りが生じた場
合，その誤りはブロック長を超えることが容易に想像できる．そのため，バースト誤りを
できるだけ分散させることが訂正能力の向上に結びつく．そこで，光 FPU 装置の開発時
に採用したような縦横 2 重の符号化（積符号）とシャフリング[37]による信号の入れ替え
で連続したバースト誤りの影響を低減させる手法について検討を行った．図 4-9 に送受信
部の符号化処理の流れを示す．積符号化（インターリーブ）とシャフリングは，基本的に
は同じ原理でメモリを使ってデータの入れ替えを行う． 
  
(a) 送信部の符号化処理 
(b) 受信部の符号化処理 
図 4-9 送受信部の符号化処理の流れ 
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4-3-2  訂正能力のシミュレーション 
まず始めに誤り訂正能力の検討を行った．対象とする通信環境は，次項にて実際のコー
デック装置に実装する LSI の動作速度から 100M-Ethernet（ビット速度 125Mbps）およ
び 155M-ATM（ビット速度 155.52Mbps）とした．図 4-10 に符号構成を示す．初段が RS
（131,115），次段が RS（115,99）とした．これは，使用する LSI の能力と光無線装置自
体の最大速度で制約される冗長ビット付加率から規定される． 
 
 
・ランダム誤りに対する訂正能力の検討 
  図 4-9 の受信部の符号化処理の処理手順に従い検討を進める．誤り訂正の前にデシャ
フリングが行われるが，ランダムな誤りに対してその統計的性質は変えるものではない
のでここでは無視できる．そこで，まず初段での誤り訂正について考える．図 4-10(a)
のように，ここでの符号構成は RS（131,115）であり，訂正可能シンボル数は 8 である．
ここで訂正能力ぎりぎりまで訂正を行い（誤訂正確率は十分低く無視できるものと仮定
する）9 シンボル以上誤りがあった場合はこのブロック中の全てのシンボルを誤りとす
る．1 つのブロック全てが誤りとされる確率（1 つのブロック中に 9 シンボル以上の誤
りがある確率）P1は，誤り訂正前のシンボル誤り率を Pb とすると， 
( )( )∑
=
−−=
131
9
131
1311 1
i
i
b
i
bi PPCP    ----- (4-1) 
 となる．この後，縦横変換され，次段の誤り訂正部に送られる．次段の誤り訂正部での
符号構成は図 4-10(b)のように RS（115,99）であり，訂正可能シンボル数は 8 である．
ここでも訂正能力ぎりぎりまで訂正を行うが（ここでの誤訂正確率も十分低く無視でき
るものとする），9 シンボル以上誤りがあった場合は訂正せずにそのまま出力する． 
縦横変換部では前段誤り訂正部での 115 シンボルのブロックを縦に並べ替えており，
図(b)中の色掛けブロックが前段のブロックとなる，各行を見ると，1 つの行の中の各シ
ンボルはそれぞれ前段では違うブロックに属している（各行には異なる前段のブロック
・・・・・・
115 16
前段1行目のブロック
1699
前段2行目のブロック
・・・・
(a) 初段の誤り訂正部の符号構成 (b) 次段の誤り訂正部の符号構成 
図 4-10 コーデック装置に実装された RS 符号構成 
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が必ず 115 ある）ことが分かる．そこで，各ブロック（行）で誤りが訂正しきれない，
すなわち 1 つのブロック中に誤りが 9 シンポル以上ある確率 P2は，P1を使うと， 
( )( )∑
=
−−=
115
9
115
111152 1
i
ii
i PPCP    ----- (4-2) 
 と表される．ここで，誤りが 9 シンボル以上あり訂正できない場合は，訂正せずにその
まま出力されることから，次段の誤り訂正部での誤り訂正後のシンボル誤り率 Pa は， 
( )∑
=
− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −=
115
9
115
11115 115
1
i
ii
ia
iPPCP  ----- (4-3) 
 となる． 
次に，2 段目でイレージャー訂正[35]を行う場合を考える．ここでは誤訂正確率をで
きるだけ低くするため，訂正能力ぎりぎりまでの訂正は行わない
．．．．．．．．．．．．．．
ものとして考える．初
段では，まず誤りの検出を行い，1 つのブロック中に誤りが 1～7 シンボルある場合は訂
正を行い，正しく訂正が行われたかチェックする．誤りが 8 シンボルの場合も訂正は行
うのだが，誤訂正のチェックができないため，誤訂正の確率は低いが，ブロック中の全
シンボルに誤りフラグをたてる．誤りが 9 シンボル以上のとき，または誤訂正のあった
場合もブロック中の全シンボルに誤りフラグをたてる．次段の誤り訂正部では，まず誤
りの検出を行い，1 つのブロック中に誤りが 1～7 シンボルある場合は訂正を行い，正し
く訂正が行われたかチェックする．誤訂正の場合，及び誤りが 8 シンボル以上の場合は，
前段の誤り訂正部で付けられた誤りフラグが 8 個以下の時はイレージャー訂正を行い，
9 個以上の時は誤りとしてそのまま出力する．この場合の訂正後のシンボル誤り率 Pa
は， 
( )∑
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−−=
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iPPCPP   ----- (4-6) 
となる．ただし，誤訂正確率は無視している．また，誤り訂正が初段のみの場合を考え
ると，誤り訂正後のシンボル誤り率 Pa は， 
( )∑
=
− ⎟⎠
⎞⎜⎝
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131
9
131
131 131
1
i
i
b
i
bia
iPPCP  ----- (4-7) 
となる． 
ここで，誤り訂正能力を比べてみる．図 4-11 にランダム誤りに対して，初段のみの誤
り訂正，2 段にわたる誤り訂正，さらにイレージャー訂正を行った場合の訂正前後のシ
ンボル誤り率を示す．表 4-1 に訂正後の誤り率が 1×10－7 および 1×10－9になる訂正前
の誤り率を示す．それぞれの誤り率を比較すると，訂正前の誤り率が 4×10－2以下の時
 60 
は，2 段の誤り訂正を行った場合，初段のみの場合に比べ訂正能力は飛躍的に高くなっ
ている．ただし，訂正前の誤り率が 4×10－2以上の時は，初段のみの方が訂正能力は若
干高くなっている．さらに，イレージャー訂正を行うと訂正能力向上し，訂正前誤り率
が悪い場合でも訂正能力が改善される結果となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10-7 10-9
2段誤り訂正 2.8×10-2 2.6×10-2
初段のみの訂正 8.1×10-3 5.6×10-3
イレージャー訂正 4.3×10-2 4.0×10-2
訂
正
前
誤
り
率
誤り訂正後シンボル誤り率
表 4-1 誤り訂正能力 
図 4-11 ランダム誤り訂正能力 
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・バースト誤りに対する訂正能力の検討 
次にバースト誤りについて検討を行う．ここでは，図 4-9(b)の受信信号処理の流れで
考えていく．本検討は，4Mbyte のメモリを使ったインターリーブとシャフリングにつ
いて行った．4Mbyte の場合コード数は，ハードウェア設計上の条件から 3968 シンボル
（メッセージ部＋RS パリティー）とした．ちなみに 8Mbyte の場合は 7936，64Kbyte
の場合は 60 となる．まず始めにシャフリングが行われる場合を考える．バースト誤り
が発生すると，図 4-12 のように誤りが並ぶ．（図中の番号がバースト誤りの起きている
記号の番号．バースト誤りの区間のはじめの記号から煩に 1,2,3,4,…,4062,4063.4064,
…,8124.8125.8126,…と番号を付けている．）131 シンボル×3968 行で 1 つのブロック
（メモリでの処理単位）となっているので，バースト長が n シンボルであるとすると，
各行には n/3968 シンボルの誤りが存在することになる（n が 10000 とすると，2064 の
行が誤り 3 シンボル，1904 の行で誤
り 2 シンボルとなる）．そして，ここ
での誤り訂正可能な誤りの数は 8 シン
ボルであり，訂正が出来ないブロック
では全ての記号が誤りとなるので，バ
ースト長が 31744（3968×8）より長
くなると，誤りが 9 シンボルの行がで
き，その行は誤りが訂正しきれなくな
るため，全てのシンボルを誤りとする．
この行数を N とすると，訂正可能なバ
ースト長 Nb は， 
     Nb＝９N＋８•（3968－N）  ----- (4-8) 
となる．これを縦横変換し次段の誤り訂正部で処理する．全て誤りとした行は連続して
いるので，縦横変換後には各行に N×115/3968 シンボルの誤りが存在することになる．
ここでの訂正可能なシンボル数は 8 シンボルなので，N×115/3968≦8 となる必要があ
る．よって最大の行数 N は 276 となる．以上より訂正可能な最大バースト長は 32020
シンボルとなる．これは，ビット数に直すと 256146（32018×8+2×1）ビットであり，
実際に本機能を実装するコーデック装置の符号化後の速度から時間を計算すると 1.2ms
（256146/259.2Mbps×10/8）となる． 
 一方，シャフリングを行わずバースト
誤りが発生した場合，図 4-13 のように連
続している．N は変わらないので，完全
に誤りになる行数は最大 276 行（当然連
続しているはずである）．この内，一番上
と下の行の最小誤り個数は 9 個である可
4
2  4063  8125
1 4062 8124
3  4064  8126
図 4-12 シャフリングによるバースト誤りの分散 
4M（4096byte）コード中 34 コードは同期保護用
フラグ処理やメモリの動作安定用の未使用領域 
図 4-13 バースト誤り 
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能性があり，これを考えると 276 行が完全に誤りになるための最小誤り個数は，35912
（131×274+9×2）となる． 
ここでの検討は，４Mbyte メモリの使用を想定した（インターリーブが深い）ため非
常にバースト誤りに対する訂正能力が高い．そのためシャフリングは，これを行うこと
によって得られる訂正可能な最大バースト長は 32020 シンボルと，若干ではあるがかえ
って短くなり，バースト誤りのみが生じる系では効果がない．しかし，シャフリングを
行うと，バースト長が 31744（3968×8）以下の時は，初段の訂正部のみで全ての誤り
が訂正でき，次段には残らない．シャフリングを行わないと，初段で訂正しきれる最大
のバースト長は 8 シンボルであるため，バースト誤りとランダム誤りが混在するような
系では，このシャフリングの効果が期待できる． 
 
4-3-3 訂正機能の実装と訂正能力の評価 
4-3-2 項で検討した RS 符号を使った誤り訂正機能を実装したコーデック装置を試作
し，それを光無線通信環境に適用し，その特性の評価を行った．100M-Ethernet（ビッ
ト速度 125Mbps）および 155M-ATM（ビット速度 155.52Mbps）環境へ適用するため
には高速の RS-LSI が必要であり，入手が可能であった LSI ロジック製 L64710 を選定
した．検査記号の付加率は，本 LSI の検査記号が 16 バイト固定である点，動作速度が
最大 30Mbyte/sec.である点を考慮して 30%とした． 
 本コーデック装置の概要を図 4-14 に示す．送信側は，入力された 155.52Mbps もし
くは 125Mbps のシリアルデータ列（155-ATM，100M-Ethernet）を 8bit パラレル展開
し，誤り訂正符号（RS 符号）を付加し，再びシリアルデータとして光無線装置へ送出
する．なお，ここでバースト誤りに対する耐力を強化するため，アウターエンコードと
インナーエンコードと 2 重の誤り訂正符号化を行う．さらに，その間でインターリーブ
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（115,99）
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（131,115）
Shuffle P/S
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（NW側） （光無線伝送路側）
図 4-14 光無線用コーデック装置の構成概要 
同期処理
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を行っている．その上に，メモリを使ったシャフリング回路を付加している．受信側は，
光無線装置から送られてくるシリアルデータをデシャッフリングした後，パラレル展開
して復号処理，つまり RS デコーダーでの訂正処理を行う．その後，シリアルデータ列
に再構成してネットワーク側へ送出する．このように，本装置の伝送路上における位置
付けは光伝送用コーデックであり，ネットワーク（LAN）側から見た場合，完全なビッ
ト透過になっている． 
さらに，本装置では同期フレーム等の付加を行っている．図 4-14 中には詳しく示して
いないが，光無線伝送路では非常に長いバーストが発生する場合もあり，その際にクロ
ックがずれることも想定される．そのため，同期保護パターンを加えて 8bit/10bit 変換
をシャフリングされた後のデータに施している．そのため，155M-ATM 信号の場合，光
無線伝送路側の伝送速度は 259.2Mbps となっている． 
通常ディジタル通信システムにおいては，クロックは系統同期といった一つのマスタ
クロックに系統的に同期していることが望ましく，システム間の齟齬も少ないのである
が，本装置は，光無線伝送路といった比較的長時間の回線断が生じる可能性のある伝送
路での利用であるため，クロックを受信信号から常時安定的に再生することが困難な場
合も想定される．また，ネットワーク側は常に安定なクロックを要求することより，こ
こではネットワーク側と光無線伝送路側とでクロックを分離して，クロックの乗せ換え
を行い，光無線伝送路におけるクロック再生のジッターやクロックスリップを吸収する
ことを行っている．このため，クロックスリップを生じやすい，バースト長の長い誤り
が多く生じる場合，クロックの調整があふれて瞬間的にデータのスリップを生じる場合
が出てくる．そのため，インターリーブやシャフリングを行うメモリの構成は，同期保
護用フラグやクロックスリップによるブロック間にわたる破綻を避けるためのバッファ
領域(未使用領域)が残され，メモリ量のすべてが有効データ用に使われてはいない．
（4Mbyte の場合，図 4-12 やブロックあたりのコード数が 3968 シンボルとなっている
理由である．） 
インターリーブやシャフリングを行うメモリは，後述する訂正能力の評価実験におい
てインターリーブやシャフリングの深さによる誤り訂正能力の差の評価を行うため，メ
モリ量（深さ方向：図 4-10 の縦方向）を制御出来るようにしてあり，インターリーブと
シャフリングブロックは，独立にスルーすることもできるようになっている． 
評価実験は，図 4-15 に示すように，擬似的伝送路においてランダム誤りが生じる状態
とバースト誤りが生じる状態とを人為的に作り出し，コーデック装置の誤り訂正機能を
オン・オフする，つまり誤り訂正を行った場合と行わない場合の BER を計測した．誤
り訂正機能をオフした場合，RS デコーダーは誤り訂正のための冗長符号を付加せず，
元データのみをそのまま出力するようになっている．BER 測定用の信号は，155.52Mbps
の NRZ，PN7 の疑似ランダムパターンを用いた． 
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・ランダム誤りに対する訂正能力の評価実験 
図 4-15 の擬似的伝送路を光伝送路とし，伝送する光パワーを減衰させることにより
ランダム誤りを発生させた．光コーデック装置の誤り訂正機能は，外部の PC から
RS-232C を通して制御することによりオン・オフしている．誤り訂正を行った場合と
行わない場合の実験結果を受信光量の減衰に伴う BER の変化として表したものが図
4-16 である． 
実験結果から，誤り訂正を行わない場合に比べて誤り訂正を行うことにより，
BER=1.0×10－6 を得るための受光パワーは約 3dB 改善されている．この時の訂正前
の誤り率は BER=5.0×10－3である．前節で検討した，訂正前後のシンボル誤り率（例
えば，訂正後のシンボル誤り率 1.0×10－6 を得るための訂正前シンボル誤り率は 5.2
×10－2）と比較検討すると少し差があるように見える．しかし，ビット誤り率とシン
ボル誤り率の単純比較を考えると，ランダムに発生しているビット誤りが 131byte
（1048bit）のシンボル内に 1 個以上発生しない程度と仮定しなくてはいけないが，
現実には BER=5.0×10－3の場合，1000bit 中に 5 個の誤りが存在しており，1 シンボ
ル中に最低 5 個の誤りビットがあることになる．そのため，シンボル誤り率に相当す
るビット誤り率は 1/5 で考える必要がある．さらに，BER 測定器の場合，‘0’と‘1’
の生成確率 50%の 2 値信号に対して，ビットスリップが生じない限り‘0’は正しい
情報と判定するため，計算値に対して 1/2 となる．これらを含めて考えると，BER=5.0
×10－3 の状態は，前節で検討したシンボル誤り率に換算すると 10 倍の BER＝5.0×
10－2 相当となる．この結果，本コーデック装置のランダム誤りに対する訂正能力は，
ほぼ想定した通りの能力を持つことが明らかになった． 
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テスタ
TX
PC
（誤り訂正制御）
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伝送路
光コーデック
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テスタ
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図 4-15 誤り訂正能力評価実験系 
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・バースト誤りに対する訂正能力の評価実験 
人為的にバースト誤りを発生させるため，図 4-15 の擬似的伝送路中に，任意の時間，
連続的に伝送信号を‘0’にするような仕組みを作った．このとき，適当な時間間隔
でこのバースト誤りを発生させて BER を計測した．また，光コーデック中のインタ
ーリーブとシャフリングに使用しているメモリ量を変えたときの，誤り訂正能カの変
化も調べた．実験は次の 4 通り（①インターリーブ・シャフリング共に行わない ② 
64Kbyte outer (99+16)byte×60 コード/inner (115+16)byte×60 コード ③ 4Mbyte 
outer (99+16)byte×3968 コード /inner (115+16)byte×3968 コード  ④  8Mbyte 
outer (99+16)byte×7936 コード/inner (115+16)byte×7936 コード）のメモリ量で行
った．さらに，シャフリングを行わず，インターリーブだけを行った場合についても
実験した．実験結果を図 4-17 に示す． 
  実験結果より，インターリーブもシャフリングも行わない場合，訂正可能なバース
ト時間は 200ns 程度であった．そして，訂正できるバースト時間は，メモリ量（イン
ターリーブの深さ）に応じて延び，4M メモリでは前節で計算した結果とほぼ同じ，
1ms 間でバースト誤りを完全に訂正できることを確認した．また計算結果と同様に，
インターリーブのみを行いシャフリングを行わない場合の方が訂正可能なバースト長
が少し延びることも確認された．そして，対応できるバースト発生頻度は，訂正限界
付近のバースト長で 4M の場合約 50Hz 程度，8M の場合で約 25Hz 程度であった． 
 
図 4-16 ランダム誤りに対する光コーデック装置の誤り訂正能力 
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インターリーブやシャフリングを行わない場合，光コーデック装置は，インナーRS
が 8byte，アウターRS が 8byte の最大訂正が可能である．259Mbps のデータ速度で
16byte（128bit）の訂正が可能と考えると，訂正可能な最大バースト長は約 500ns と
計算される．しかし，本装置は 2 重の RS 符号の構成上，インナーRS で訂正しきれ
なかった場合には，誤訂正を避け，インターリーブやシャフリングの効果を期待して
アウターRS で訂正を行うとの考えに基づいているため，訂正を行わずそのままアウ
ターRS にデータを流すようになっている．このため，インナーRS で訂正能力を超え
た場合，8byte 訂正の時間が最大訂正可能なバースト長になる．さらに，フレーム構
成上同期パターン等，誤り訂正符号の付加されていない（訂正が利かない）部分もあ
るため，訂正可能なバースト長は，実験結果のように 200ns 程度となる．また，訂正
不能な状態になったとき BER がバースト時間の割合に対して約 1/2 になっている理
由は，実験系がバースト誤りの間は連続的に伝送信号をすべて‘0’にするような仕
組みとなっており，一方，BER テスタは‘1’，‘0’の割合が 50%になるように疑似
ランダムパターンを発生しているため，半数は正しいビットと判断するためである．
対応可能なバースト頻度は，インターリーブ／シャフリング・メモリのバンク切り替
えの時間とほぼ一致していることが確認された．実際にはこのインターリーブ／シャ
フリング・メモリ内でどの程度までの符号誤りに対応できるかについては，符号誤り
の付加の方法や頻度等を検討しながら試行する必要がある．  
図 4-17 バースト誤りに対する光コーデック装置の誤り訂正能力 
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・実回線でのコーデック装置の適用評価 
試作したコーデック装置を実際の光無線通信回線に適用してその効果を評価した．
誤り発生の確率が大きく，試作装置の誤り訂正能力の評価が行い易い長距離回線（約
6km）において，その評価実験を行った[15]．評価方法としては，まず始めにコーデ
ック装置の有無による BER の比較検討による評価を行った．実験構成図を図 4-18 に
示す．光無線装置の光軸は，日中のビームワンダにより若干ずれ気味となり，バース
ト誤りが生じやすいように設定されている． 
前節でも述べたが，伝送路の品質を計測する両サイドのBERテスタから見た場合，
光コーデック装置を含む系全体が遅延はあるもののビット透過な伝送路として見える
ことになる．伝送速度は，光コーデック装置のネットワーク側は 155.52Mbps
（155MbpsATM-LAN と同じ）としたため，光伝送路側は 259.2Mbps となる．BER
テスタの受信側クロックは光コーデック装置から出力される．光コーデック装置の誤
り訂正機能の制御は， PC より RS-232C で制御する．BER 測定に使用した信号は，
NRZ，PN7 の疑似ランダムビット列であり，1 分間毎に計測を行っている．代表的な
実験結果を図 4-19 に示す． 
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図 4-18 長距離光無線リンクでの誤り訂正実験構成図 
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図 4-19 長距離光無線リンクでの誤り訂正実験データ 
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 ここに示す３つの 1 日の BER 変動を計測した図は，（少なくとも日中は）同じよう
な気象条件の日のもので，それぞれコーデック装置のインターリーブ／シャフリン
グ・メモリの設定を変えて測定した結果である．(a)は，リファレンスとなるデータで
あり，コーデック装置の誤り訂正機能を何も働かせていない状態で計測した結果であ
る．これに対して(b)と(c)は誤り訂正機能を働かせた場合であり，(b)はインターリー
ブ／シャフリング・メモリを 4Mbyte で使用した場合，(c)はそれを 64Kbyte とした場
合である．これらを比較すると，日中に見られる BER の劣化が明らかに誤り訂正を
行うことで大きく減少していることが分かる．また，インターリーブ／シャフリング・
メモリを 4Mbyte から 64Kbyte に変更した(b)と(c)を比較すると，訂正可能なバース
ト長が 1ms → 1μs と短くなるため，訂正しきれないバースト誤りが増加しているこ
とが分かる．この結果，バースト誤りに対する訂正能力が証明された．ランダム誤り
に関しては，これだけでは明確ではないため，それを明らかにするための実験を次に
示す．  
実験は，光コーデック装置のインターリーブ／シャフリング・メモリ量を固定とし
て，ランダム誤りが支配的な状態と考えられる気象条件の下で行った．実験は，図 4-18
の BER テスタに変えて，両サイトに WS を置き，光コーデック装置と 155Mbps ATM
インタフェースで接続した．2 つの WS 間で TCP プロトコルを使い，パケットサイズ
8Kbyte で 1 回当たり 160Mbyte のデータを転送するのに要した時間，スループット
を 2 分間隔で繰り返し計測した．同時に反対方向は，誤り訂正機能を働かさない状態
で計測している．ここで使用した光コーデック装置のインターリーブ／シャフリン
グ・メモリ量は 64Kbyte である．実験の結果を図 4-20 に示す． 
当日は，降雨の影響により視程が悪く，受信光量が非常に小さい状態であった．そ
のため，誤り訂正機能を動作させない方向では，伝送誤りのため再送が頻発してスル
ープットは極度に低下している．これに対して，誤り訂正を行っている方向では，大
部分の誤りを訂正して，訂正しきれない誤りが発生することはあっても，その誤りが
生じる割合が小さなものとなるため，安定した通信速度を維持していることが示され
ている． 
以上の結果から誤り訂正機能を実装した光コーデック装置は，ランダム誤りとバー
スト誤りが混在する通常の伝送路に対して，ランダム誤りが支配的な場合，例えば，
霧や降雨による減衰が大きい場合，にはリンクマージンを増加させ稼働率を向上させ
ることと等価となる．また，バースト誤りが支配的な状態においては，比較的多く生
じている短い時間のバースト誤りやランダムな誤りが訂正され，訂正しきれず残るバ
ースト時間の長い誤りは，その発生する時間的頻度が少なくなるため，エラーフリー
時間の割合が増える．そのため，WS 間でのファイル転送のような間欠的なデータ転
送においては，再送処理されるパケットが少なくなり実効的な通信速度が BER で表
される結果以上に安定的に確保できることになる． 
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4-3-4 訂正機能の実装と伝送路遅延についての評価 
次に伝送路中で生じる遅延が通信に与える影響に関しての検討する．試作した光コー
デック装置は伝送路上で生じる可能性のある長いバースト誤りに対応するため，メモリ
を用いてデータを処理している．そのため，処理時間（4Mbyte メモリの設定の場合，
一処理当たり約 20ms）を要すため，伝送路として見た場合には大きな遅延が生じてい
ることになる．このような大きな遅延を生じる伝送路が LAN の中に存在した場合，TCP
プロトコルにおけるパケット転送の際の確認応答（ACK）を待つプロセスのオーバーヘ
ッドは著しく増加する． 
確認実験として，本コーデック装置を含む伝送路を使い，伝送路の両端の WS 間の 1
対 1 通信の実験を行った．通信環境は，先の実験同様 155Mbps ATM 環境を用い，PVC
（permanent virtual circuit）の設定で行った．回線は特に他の影響を排除するため，
室内で光ファイバケーブルを用いて行った．ウィンドウサイズは，本実験環境の WS の
オペレーティングシステム（OS）である Solaris2.5.1 で設定可能な最大サイズの
64Kbyte に設定して行った． 
まず始めに，本コーデック装置のインターリーブ／シャフリング・メモリを 4Mbyte
に設定した．この状態では，最大バースト長 1.2ms のバースト誤りの訂正が可能である
が，最初に送られたパケットがコーデック装置に入って，処理を終えて対向するコーデ
ック装置から出てくるのに約 81ms の遅延を生じる．つまり，1 対のコーデック装置間
で 81msの遅延を生じていることになる．また，TCPプロトコルを用いた 155Mbps ATM
のネットワーク環境で通信をする場合，双方向通信になるため，総遅延時間は約 162ms
になる．つまり，送信側から受信側のマシンヘのデータ転送に 81ms の遅延が発生し，
受信側から送信側のマシンヘの ACK に 81ms の遅延が発生するためである．実際に通
信実験を行ったところ，通信速度は 2.4Mbps となった．PVC 設定の 155Mbps ATM 通
信環境で，伝送誤りも発生していないにも関わらずこのような低い通信速度になってし
まった原因は ACK にある．つまり，TCP プロトコルを用いた通信は，ACK によるパケ
ットの正常送信確認を行いつつ通信しているため，ACK が送信側のマシンに戻らない限
り次のデータ（パケット）を送れない．よって，TCP プロトコルを用いた通信の最大ス
ループットは，間にどのような高速伝送路を用いたとしても，このコーデック装置を用
い手いる状況では，1 回の転送（ウィンドウサイズで規定される）に 162ms 掛かるため，
期待できる最大通信速度は，ウィンドウサイズ（bit）×1000/162 となる．この実験で
は，計算上 3.2Mbps となる．これは理論値であるため，実際はさらにデータパケットの
オーバーヘッドなど他の要素も含まれるため，実験結果のように通信速度が 2.4Mbps
になることは十分理解できる． 
次に，インターリーブ／シャフリング・メモリの使用量を 268Kbyte と 64Kbyte に設
定して，同じ実験を行ってみた．268Kbit の場合の遅延時間は，データ転送に 5.3ms，
ACK に 5.3ms かかるので総遅延時間は 10.6ms となる．この場合の誤り訂正可能なバ
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ースト長は，4μs となる．この環境で実験したところ，通信速度は 28Mbps であった．
また，64Kbyte の場合の遅延時間は，データ転送に 1.27ms，ACK に 1.27ms かかるの
で総遅延時間は 2.54ms となる．この場合の誤り訂正可能なバースト長は，1μs となる．
この環境で実験したところ，通信速度は 96Mbps となった．つまり，100Mbps 以上の
通信速皮が要求される場合は，遅延時間をさらに小さく（コーデックでの処理時間を短
くする）する必要があるということである．ちなみに，コーデック装置内でメモリを使
った処理をスルーパスする構成（遅延時間 81μs）での通信速度は，約 125Mbps であ
った． 
しかし，このままでは高速なネットワークにコーデック装置を導入することが不可能
になってしまう．そのための問題を解決するには，次の 2 つの方法が考えられる．一つ
は，ACK が戻る前に，より多くのデータを先行して送るために，ウィンドウサイズを大
きくすることである．これは，少し古い OS の搭載された PC で，デフォルトのままで
は B フレッツのような高速回線に接続しても通信速度が改善できず，ネットワーク設定
でパケットサイズの変更を行うことに相当する．もう一つは，光コーデック装置をルー
タのようなノードとしてその前後で ACK を返すことである．しかし対応する機器との
間で速度整合をさせる必要がありバッファが必要となる．バッファが小さいと溢れが生
じ，今度はこの間で再送処理による速度低下が生じるため，トータルとしてみた通信速
度は低下することになる．無線 LAN のノードのようなイメージである． 
しかし，メモリを使った処理（インターリーブ／シャフリング）を行わない場合でも，
ランダム誤りは訂正可能であり，符号化利得は 3dB あり，これに相当する稼動率の向上
にはつながる．いずれにしても誤り訂正機能は，屋外光無線通信システムにとって有効
な手段であることが実証できた． 
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4-3-5 新しい高性能誤り訂正符号の検討 
 近年，無線通信分野の急拡大に伴い，新しい高性能符号が研究･実用化されつつある．中
でも，1993 年に C. Berrou 等によって発見されたターボ符号[79]は，加法的白色ガウス雑
音（AWGN）通信路において非常に優れた誤り訂正能力を有し，第 3 世代携帯電話で本格
採用されたのを始め，衛星通信や次世代磁気記録などへ採用されている．しかし，ターボ
符号は複合演算量が大きいという問題があり，より強力な符号が求められてきた．そのよ
うな符号として，低密度パリティ検査（LDPC）符号[80]がよりシャノン限界に近い特性
を示すとして最近注目を集め[81][82]，衛星ディジタル・テレビ放送「DVB-S2」を皮切り
に，無線 LAN やより対線での 10Gbit-Ethernet，長距離光通信などへの適用が期待され
ている[83]． 
 LDPC は，理論上の最大値であるシャノン限界に近いデータ伝送率を達成した最初の符
号であり，開発された当時はハードウェア量が大きく実装が実用的ではなかったので忘れ
去られてしまっていた．しかし，LSI 技術の進展に伴いハードウェアの制約は低下し，そ
の高い効率は脚光を浴びるようになった．その結果，ターボ符号より実装時期は遅れたが，
通信分野における新たな標準符号に位置づけられるまでになった．LDPC の利点は，優れ
た復号特性は言うまでもなく，加えて，基本特許フリーであることである．これは商用化
において非常に大きなファクターである．さらに近年の通信路における要求と合致してい
る点である．近年の情報通信においては，高速化，ユビキタス化が顕著であり，高速無線
通信路の確立が強く求められている．こうした無線通信路においては，SN の確保ととも
に何らかの障害によるバースト的データの消失が問題となる．そうした中で，ブロック誤
り率特性に優れ，復号器の並列実装が可能な LDPC は，通信路のインターリーバを不要と
し，言い換えれば処理遅延を少なくし，実時間処理に近い性能を与えることが可能な符号
といえる． 
 しかし，これら新しい符号方式の開発にもかかわらず，これらを光無線通信システムへ
応用に関しては，検討はなされている[84]-[86]ものの，実装したとの報告はあまりない．
光無線通信路自体が近年更なる高速化を進めているため，その速度の対応できる LSI の問
題，前項でも示した遅延の問題，さらにはハードウェア側での誤り訂正ではないアプリケ
ーション側での訂正機能の実装など，種々の要因は考えられる． 
 そのような中で，ターボ符号を使った屋外光無線通信システムのためのエンコーダー／
デコーダーの試作開発が報告されている[87]．使用されたターボ符号器デバイスは，符号
化率と通信速度，パラメータ変更による実験を考慮して，AHA 社[88]の AHA4540 を使い
試作されている．試作された符号器は，実験伝送レート 155.52Mbps で，誤り訂正の有無，
軟判定 bit 数，繰り返し回数，符号化率のパラメータを変えながら試験されている．報告
では，符号化率 0.7，４bit 軟判定量子化数で繰り返し回数が 1 回でも大きな符号化利得（10
－6で 6.5dB）が得られている．繰り返しが多くなれば符号化利得 10dB 以上が得られてい
る．ただし本報告では，実際のスループット特性が評価されていない．また，瞬断には十
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分対応できていないことが示唆されているが，インターリーブを含めた遅延時間とスルー
プットの関係については詳しく言及されていない． 
光無線リンクの信頼性の向上やリンク距離の拡大において，新しい世代の誤り訂正によ
り得られる符号化利得は，非常に魅力的である．仮に符号化で獲得できるリンクマージン
の増加を 10dB とした場合，これを他の手段で実現しようとすると，送信出力ならば 10
倍のパワーを送出する必要がある．また，受信系で考えると，受信端に到来するビームサ
イズを 1/3 以下にする必要が生じる． 
ここで，符号化利得で 10dB のリンクマージンが得られた場合の光無線リンクの信頼性
向上と通信距離への影響について考察してみる．前述の 3-3 項で示した式(3-7)で示される，
光無線装置のリンクマージンと運用距離から得られる限界視程距離と視程の累積分布確率，
ここでは図 3-6 に示した東京の過去 10 年間（1991 年から 2000 年）における視程の累積
分布確率を基に計算してみた．図 4-21 にその結果を示す．誤り訂正による符号化利得なし
の場合，光無線装置のシステムマージンは 20dB とした．これに符号化利得 10dB を加え
30dB のシステムマージンを有する場合との比較を，横軸に装置の運用距離，縦軸を推定
される稼働率として現している．得られた数値の差が大きいと見るか，あまり差がないと
考えるかは利用者のスタンスの問題であるが，運用距離が長くなった場合には，かなり効
果が得られることは明らかである． 
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図 4-21 リンクマージンと稼働率，通信距離の関係 
符号化利得 10dB を加えた場合の稼働率と通信距離の向上 
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4-4 結言 
 
本章では，屋外光無線通信システムの信頼性向上，具体的には不稼働時間の低減と通信
品質の確保に関しての方式ならびに技術について，実証的な検討を中心に行い，それぞれ
の有効性を実証した．また，それぞれの手法に関する課題を提示した． 
稼働率の確保，不稼働時間の低減に関しては，一般的なシステムにおいても冗長化手法
が用いられるが，本論文では網構成，すなわち冗長経路構成と光波以外の伝送媒体とのハ
イブリッド化の 2 点について検討を行った．網構成の冗長化においては，狭いエリアでの
実証実験ではあったが，強雨下での光無線リンクの断線タイミングのずれと経路切り替え
による通信回線の確保を実現できた．その結果，光無線リンク網でメッシュ化など個々の
接続拠点接続において複数のパスを設定する方法は，リンク距離が異なる構成をとること
が可能であればかなり有効な方法であり，実際のフィールド実験でもその効果を実証する
ことができた．加えて，広域リンク網では，降雨等気象状態の局在性が期待されることか
ら，その有効性が高まると考えられる．異なる媒体とのハイブリッド・リンク化について
は，光波と同じ許認可不要かつ最もコストを抑えて構築できる 2.4GHz 無線 LAN との併
用について実験を行った．1km の距離の実験では，2.4GHz 無線 LAN には降雨の影響は
見られず，数 100kbps から数 Mbps 程度の通信速度を得ることができ，最低限の死活的回
線を維持するには有効であることを証明した．しかし，都市部では電波環境の影響により
安定した通信速度を持続的に維持できるか，懸念事項である．また，光無線リンクとの通
信速度の大きな差は，アプリケーションレベルの制御を必要とすることになると推察され
る．したがって，より広帯域化が可能な周波数帯域の利用が望まれる．いずれの方法にせ
よ，無線ネットワーク全体の能力と信頼性に関しては，網構成に関する検討と広範囲な実
証実験を通じての検証評価が今後行われることを期待したい． 
次に，屋外光無線通信における通信品質の安定性の確保の手法として，符号化技術によ
る誤り訂正がある．本章では，第 2 章に示した光 FPU 装置の開発における経験を生かし，
かつ入手可能で高速信号処理ができる LSI がある RS 符号による誤り訂正の検討を行い，
100M-Ethernet と 155M-ATM 環境に対応する誤り訂正機能を実装した RS-コーデック装
置を開発し，実環境での評価を行った．その結果，3dB の符号化利得を得ることができ，
通信品質の向上およびシステムの安定性の向上に大きな効果があることを実証し，それが
稼働率の向上に繋がることを確認した．さらに，新しい符号化方式を光無線リンクに適用
した場合について考察を行った．その結果，より大きな符号化利得の確保が望め，稼働率
の向上と通信距離の長距離化が可能となることが分かった．しかし，光無線通信で生じ得
る長時間のバースト誤りについて完全に処理するためには，大容量メモリによるインター
リーブやシャフリングが必要となるが，メモリ処理のよる遅延がネットワークのスループ
ットを低下させる．開発した RS-コーデック装置では，100Mbps のスループットを確保す
るためには，メモリサイズは 64Kbyte に制約された．したがって，高速処理が可能でかつ
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長い時間連続して生じる誤りに対応するためには，データの並行処理が容易で復号時の繰
り返しが少なくても大きな訂正能力を示す符号化方式の適用が望まれる．また今後は，伝
送路符号化とアプリケーションレベルにおける符号化の両面から最適な手法を検討してい
くことが重要となる．  
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第 5 章  
 
結論 
 
本論文は，光無線通信システム，特に屋外での光無線通信の信頼性を向上させるための
研究について述べた．まず，光無線システムの技術的特徴と通信ネットワークへの適用に
ついて考察し，伝送路中の大気変動の影響とそれによる誤り発生についての実験的検討を
行った．次に，信頼性を向上させるための各種の方式について，実際の屋外光無線通信シ
ステムに対して運用評価試験等の実証的検証とその評価を行うことにより，信頼性向上の
ための技術の適用方法，ならびに，信頼性向上に関する評価方法を確立した． 
第 1 章では，本論文で示す研究内容に関する，屋外光無線通信システムの技術的進展の
歴史的，社会的背景とその通信環境における位置付け，現状の課題について考察し，本論
文の概説を示した． 
第 2 章においては，屋外光無線システムの技術概要を示し，屋外光無線通信システムの
原型となった放送用光 FPU（Field Pick-up Unit）装置の開発を行い，システムの信頼性
を向上させるために適用された技術とその能力について評価した．その結果，全伝送信号
の 0.1%（BER=１×10－3）が誤っている状態や 10ms の長いバースト誤りに対しても映像
品質の劣化を感知させない能力を有し，その有効性を明らかにした．また，その開発過程
において，屋外光無線伝送の伝送誤り特性，降雨や霧の時の光波減衰時にはランダム誤り
が支配的になり，晴天時の日中は大気揺らぎによるバースト誤りが生じる確率が高くなる
こと，を実験的に明らかにした．そして，光 FPU 装置の光無線部分をネットワークへ適
用し，ネットワーク上における伝送誤りの影響を調査した．その結果，100Mbps 程度の
TCP/IP のネットワーク環境において，その通信品質が BER=１×10－6程度までは，クラ
イアントに対して伝送誤りの影響が軽微であること，バースト誤りはほとんど感知できな
いことを明らかにした．また，光無線技術の有効性を長距離ネットワークでの実証試験を
通じて実証した．同時に，気象による伝送誤り発生の性質について検証・評価を行い，5km
を越える長い距離の光無線リンクでも 98%程度の稼働率が得られることを実証した．その
結果，屋外光無線通信システムがブロードバンドネットワーク環境の中で十分利用可能で
あり，その構築に有効であるとの結論を得た．  
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第 3 章では，屋外での光波伝搬に伴う大気擾乱の影響，特に伝搬する光波の減衰につい
て議論した．そして，屋外光無線通信システムの長期運用試験とそこで得られた通信品質，
稼働率のデータと気象データをもとに，屋外光無線システムの長期運用における安定性・
信頼性について議論した．その結果，光無線装置の稼働率を律するパラメータとして視程
データの有用性を実験的に証明し，各地域で光無線リンクを運用する際の稼働率を推定す
る手法を確立した．すなわち，長期間（10 年程度）にわたる視程の累積分布確率と光無線
装置の大気減衰に対する許容マージンを知れば，当該地域における屋外光無線装置の稼動
率推定を小数点 1 桁程度の精度で容易に行うことが可能であることを明らかにした．実際
に，屋外光無線リンクの光波減衰に対するマージンが 20dB 以上あれば，実験を行った地
域（東京他）で運用距離が 1km 程度の場合，稼働率は 99.9%以上を得ることができた．
さらに，より精度の高い稼働率を推定するための手法に関し検討・提案を行った．また，
バースト誤りにおけるバースト時間長の分布推定に関する知見を得た．その結果，屋外光
無線通信システムの実運用における気象の影響と稼働率の関係を明確化することができ，
稼働率推定がかなりの確度で行えることを実証した． 
第 4 章では，屋外光無線通信システムの信頼性向上のための手法を，長期運用時の稼働
率向上と通信品質の安定性確保の 2 点から論じた．稼働率の向上に関しては，冗長構成と
してネットワークの網構成と，光波と異なる媒体を併用するハイブリッド・リンク方式に
ついて実験的検証により有効性の評価・確認を行った．その結果，網構成による冗長化は，
広域ネットワークの中で有効性が高まることを，異なる媒体とのハイブリッド・リンク化
の手法は，無線による大容量通信網の提供の可能性と同時に数%以下の確率で生じるハザ
ード状況での死活的回線確保を行い，システム全体でのパフォーマンスの向上が可能であ
ることを示した．通信品質確保では，符号化による誤り訂正技術の適用を検討し，RS 符
号を用いた実証装置による評価も実施した．その結果，3dB の符号化利得を得ることがで
き，通信品質の向上およびシステムの安定性の向上に大きな効果があることを実証し，そ
れが稼働率の向上に繋がることを確認し有効性を実証した．また，新しい符号化方式の適
用に関して考察を行い，より大きな符号化利得の確保が可能となれば，稼働率の向上と通
信距離の長距離化が可能となることを示した．同時に，こうした信頼性向上に関する手法
の問題点と今後の課題も提示した． 
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